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第１部 計画の策定にあたって 

 

第１部 計画の策定にあたって                        

１．計画の基本理念 

わが国では、少子高齢化が進行し、男女共に平均寿命が８０歳を超え、「人生９０

年代」への備えと世代循環の推進が必要となっています。 

五島市は、国・県に比べて高齢化が進行しており、全人口に対して６５歳以上の方

の占める割合が３５．１６％（平成２６年１2 月末時点）に達し、一人暮らしや高齢

者のみの世帯が多く見受けられます。 

今後も、離島である本市においては、国や県よりも早く少子高齢化が進展すると見

込まれ、児童と高齢者への福祉の充実並びに介護保険事業の適切な運営が、本市の施

策の上での重要な課題となります。 

本計画では第５期計画からの継続性及び整合性を維持する必要があることから引

き続き「高齢者が生きがいをもって充実して暮すことができるまちづくり」を計画の

基本理念とし、高齢者が暮らしやすいまちづくりの取り組みを進めていきます。 

なお、計画の推進にあたっては、各地域それぞれの特性に応じた、よりきめ細やか

な施策の展開に努めます。 

 

 

 

 

 

基本理念を実現するための課題と目標を次のとおり定めます。 

 
基本理念を実現するための課題 

 

★ 高齢者は豊かな知識や経験、技術を持った貴重な人材です。ますます高齢化が進む中、本

市の活性化を図るためには、元気な高齢者の方々の豊富な知識や経験等を活かして、いき

いきと活躍していただくことが必要です。 

 

★ 高齢者が要介護状態になっても可能な限り、住み慣れた地域において継続して生活できる

ようにサービスを一体的に提供できる体制や、地域での見守り体制を構築することが重要

です。 

 

★ 元気な高齢者がなるべく要介護状態にならないように、介護予防事業の更なる推進が重要

です。 

 

★ 要介護状態になったときに、安心して介護サービスを利用できるために介護保険事業の適

切な運営が必要です。 

高齢者が生きがいをもって充実して

暮らすことができるまちづくり 
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第１部 計画の策定にあたって 

 

基本理念を実現するための目標 

 

（1）生きがいづくりの推進 

老人クラブやシルバー人材センターと連携し高齢者の社会参加や就労支援を図り、

高齢者一人ひとりが生きがいを持ち、積極的に社会参加していくことで活力あるまち

づくりを進めます。 

 

（２）地域包括ケアシステム・地域見守り体制の充実強化 

高齢者が要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域で安心して生活できる

よう、①介護、②予防、③医療、④生活支援、⑤住まい、これらのサービスを一体化

して提供できる「地域包括ケアシステム体制」及び、地域の住民、関係団体、関係機

関等が相互に連携し高齢者を見守る「地域見守り体制」充実強化に向けての取り組み

を推進します。 

また、高齢者の尊厳を守るために、権利擁護や認知症高齢者対策等に取り組む体制

の整備を図ります。 

 

 

（３）介護予防や健康づくりの推進 

 高齢者が要介護状態等になることを予防するため、介護予防事業を実施します。

また、地域が主体となって行う健康づくりへの取り組みを支援します。 

 

 

（4）介護保険事業の適切な運営 

 介護サービス利用者の増加とともに給付費用も増大しており、必要な介護サービ

スが提供されるために、介護保険財政の健全性の確保と制度の安定運営を図ります。 

 また、介護サービスの質の向上についても、介護サービス事業者と連携を図りな

がら、より良いサービスが提供できるように取り組みます。 
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２．計画策定の趣旨 

わが国は、諸外国に類を見ない速さで高齢化が進行しており、６５歳以上の人口は、

３，０００万人を超え、国民の約４人に１人が６５歳以上の高齢者となっています。   

このような状況の中、団塊の世代（約８００万人）が７５歳以上（後期高齢者）と

なる平成３７（2025）年以降は、国民の医療や介護の需要が更に増加することが見

込まれています。 

この超高齢者社会の到来による介護需要の高まりに対して、高齢者の尊厳の保持と

自立生活支援の目的のもと、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生

の最後まで続けることができるよう地域における包括的な支援・サービス提供体制の

構築が喫緊の課題となっています。 

また、本市は、国や県と比べて高齢化の進行が顕著であり、利用者の大幅な伸びに

伴う費用の増大等の課題も明らかになっています。 

このような本市の現状を踏まえながら、『高齢者が生きがいをもって充実して暮ら

すことができるまちづくり』の基本理念を基に、すべての高齢者ができる限り住み慣

れた地域で安心して生活し続けられるよう、老人福祉計画と介護保険事業計画を一体

的に策定いたします。 

 

 

 

３．計画の性格・位置づけ 

①  この計画は、老人福祉法（第 20 条の 8）に規定する『市町村老人福祉計画』

及び、介護保険法（第 117 条）に規定する『市町村介護保険事業計画』に該当

する計画です。 

②  この計画は、老人福祉法及び介護保険法の規定により平成２９年度及び平成３

７年の高齢者像を見据えた上で、高齢化の進行に対応し長期的な視点にたって高

齢者福祉施策や介護保険事業を展開するため、平成２９年度までの目標を達成す

るための仕上げの計画という性格を有するものです。 

③  この計画は、五島市の基本的な方向性を定めた『五島市総合計画』及び『五島

市地域福祉計画』等他の事業計画との調和のとれたものに配慮するとともに、『五

島市老人福祉計画・第５期介護保険事業計画』の考え方も踏まえて策定します。 

④  この計画は、『長崎県老人福祉計画』・『長崎県第６期介護保険事業支援計画』の

枠内で整合性に配慮した計画として策定します。 

⑤  この計画は、五島市の付属機関としての『五島市老人福祉計画・介護保険事業

計画策定協議会』に諮問し、その審議による答申を受けて策定します。 
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第１部 計画の策定にあたって 

 

【五島市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画の位置づけ】 

 

 

                               五島市地域福祉計画                                

 

 

 

 

 

五島市総合計画 

 

 

五島市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画 

≪老人福祉計画≫ 
●すべての高齢者を対象とした高齢者福祉の総合計画 

＊ 高齢者の積極的な社会参加                

＊ 介護保険以外の高齢者福祉サービス等の整備 

 

 
≪介護保険事業計画≫ 

●要介護（要支援）認定者等を中心とした 
介護サービス実施計画 

＊ 被保険者（高齢者）の現状 

＊ 要介護（要支援）認定者等の現状 

＊ 介護保険サービスの必要量見込み 

＊ 地域支援事業の必要量見込み 

＊ 介護保険サービスの円滑な提供を図るための方策など 

＊ 地域包括ケアシステムの構築 

＊ 健診及び介護予防の推進 

 

長
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第１部 計画の策定にあたって 

 

４．計画期間 

『市町村介護保険事業計画』は、保険料の財政均衡期間との整合性を考慮し、介護保険法

の規定により平成２９年度を目標として3か年を１期として策定することとなっております。 

『市町村老人福祉計画』は、介護保険法施行後の改正により、介護保険事業計画と一体と

して策定することと規定されております。 

今回の計画は、『市町村老人福祉計画』と『市町村介護保険事業計画』を併せた計画として

平成２７～２９年度までの3か年計画を策定し、次回は平成2９年度中に見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６期計画

策定時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７期計画

策定時期 

第６期介護保険事業計画 

第５期介護保険事業計画 
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第１部 計画の策定にあたって 

 

５．計画策定の体制 

本計画の策定に際しては、市の健康政策課・社会福祉課・市民課との連携を取りながら、

住民の実態を把握するための手法として『高齢者アンケート調査』を実施し、地域の関係機

関・団体や学識経験者、行政職員等１９名で構成する『五島市老人福祉計画・介護保険事業

計画策定協議会』に諮問し計画内容の協議を行い、その答申を受けて策定します。 

『五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会』の委員は、関係行政機関の職員２

名、介護関連団体の役職員７名、学識経験を有する者７名、市の関係各課の課長３名で構成

されており、色々な立場からの意見を受けることで中立性を高めています。 

『五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会』に関する根拠条例及び委員名簿を

巻末の資料に記載してあります。 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第１章 被保険者の現状 

 

第２部 高齢者を取り巻く現状                    

第１章 被保険者の現状                    

1．高齢化の進展 

（１）人口の推移 

平成２１年－２６年度の人口推移をみると、総人口は５年間で３，３６８人減少

し平成２６年４月現在で３９，８９８人となっています。一方、高齢者人口は、ほぼ

横ばいで推移し、平成２６年４月現在で１３，836 人となっています。高齢者人口

のなかでも、後期高齢者（７５歳以上）は増加傾向にあり、５年間で３６６人増え、

平成２６年には、８，１６１人となり、高齢者人口全体の約６割に達しています。 

総人口の減少に伴い、高齢化率（総人口に占める６５歳以上の高齢者人口の割合）

も上昇しており、平成２６年４月現在で３４．７％と、５年間で２．７ポイント上昇

しています。また、後期高齢者の割合（高齢者人口に占める後期高齢者人口の割合）

についても、平成２６年４月現在で５９．０%と、５年間で２．７ポイント上昇して

います。高齢化の状況を全国・長崎県と比較すると、本市の高齢化率は、全国・長崎

県を大幅に上回っており、依然として高齢化率の高い地域であることがわかります。 

 

              ■ 人口の推移 ■         （単位：人） 

  

平成 平成 平成 平成 平成 平成 
H21-26年

度増減
(H26-H21) 

H21-26年度

伸び率
（H26/H21） 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

            

総人口 43,266 42,567 41,832 41,228 40,648 39,898 -3,368 0.92  

高齢者（第１号被保険者） 13,848 13,799 13,549 13,585 13,678 13,836 -12 1.00  

  
前期高齢者(65-74歳) 6,053 5,865 5,532 5,532 5,543 5,675 -378 0.94  

後期高齢者（75歳以上） 7,795 7,934 8,017 8,053 8,135 8,161 366 1.05  

高齢化率 32.0% 32.4% 32.4% 33.0% 33.6% 34.7% 2.7%   

  
前期高齢化率 14.0% 13.8% 13.2% 13.4% 13.6% 14.2% 0.2%   

後期高齢化率 18.0% 18.6% 19.2% 19.5% 20.0% 20.5% 2.5%   

高齢者人口に占める高齢者率       0.0%   

  
前期高齢化率 43.7% 42.5% 40.8% 40.7% 40.5% 41.0% -2.7%   

後期高齢化率 56.3% 57.5% 59.2% 59.3% 59.5% 59.0% 2.7%   

資料／住民基本台帳（4 月現在） 
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■ 高齢化率の推移（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／[全国・長崎県] 総務省統計局推計人口（10 月 1 日現在）、 

平成 2６年度：全国＝総務省統計局推計人口概算値（4 月現在）、 

 [五島市]住民基本台帳（4 月現在） 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第１章 被保険者の現状 

（２）地区別の高齢化の状況 

高齢者数については、大きな変化が見られないものの、人口減少が著しいため、

高齢化率の上昇が続いている状況です。福江地区の高齢化率は２０％台を維持してい

るものの、それ以外の地区については３０％を超え、小離島地区に至っては５０％～

６０％台にまで上昇しています。 

今後も、人口は減少、高齢者数は横ばいで推移し、高齢化率は上昇していくもの

と見込まれます。 

■ 地区別の高齢化の状況 ■       （単位：人） 

  総人口 
高齢者人口  

（65歳以上） 

後期高齢者人口

（75歳以上） 

高齢化率      

（高齢者人口／

総人口） 

後期高齢化率 
（後期高齢者人口

／総人口） 

全体 39,808 13,824 8,161 34.73% 20.50% 

福江中学校区 17,417 4,894 2,628 28.10% 15.10% 

奥浦中学校区 1,154 480 294 41.60% 25.48% 

崎山中学校区 1,767 648 392 36.67% 22.18% 

翁頭中学校区 3,326 1,203 717 36.17% 21.56% 

椛島中学校区 154 103 77 66.88% 50.00% 

久賀中学校区 376 201 143 53.46% 38.03% 

富江中学校区 5,006 1,929 1,149 38.53% 22.95% 

玉之浦中学校区 1,515 758 500 50.03% 33.00% 

三井楽中学校区 2,748 1,044 631 37.99% 22.96% 

嵯峨島中学校区 171 57 39 33.33% 22.81% 

岐宿中学校区 3,584 1,356 885 37.83% 24.69% 

奈留中学校区 2,590 1,151 706 44.44% 27.26% 

資料／住民基本台帳（平成 2６年６月現在） 

 

（３）世帯の状況 

五島市の現状は、総人口の減少により総世帯数も減少しており、平成２２年の国

勢調査によると１８，２８７世帯で平成１７年と比較して９３４世帯減少しています。

その中で、高齢者のいる世帯は、高齢化に伴い総世帯に対する構成割合は増加となっ

ています。 

全国・長崎県の家族構成においても、高齢者のいる世帯は増加傾向にあり、高齢

者単身世帯の割合は高齢者のいる世帯の２４～２６％台となっているが、本市の場合

は、３９．１％と国県と比較し１３％程度高く、高齢者単身（独居老人世帯）のみの

世帯の割合が極めて高くなっています。 
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■ 高齢者のいる世帯の状況 ■      （単位：世帯） 

  

平成 17 年 平成 22 年 

世帯数 構成比① 構成比② 世帯数 構成比① 構成比② 

総世帯数 19,221    18,287     

高齢者のいる世帯 9,015 46.90% 100.00% 8,868 48.49% 100.00% 

 

 

高齢者単身世帯 3,450 17.95% 38.27% 3,472 18.99% 39.15% 

その他の同居世帯 5,565 28.95% 61.73% 5,396 29.51% 60.85% 

資料／国勢調査（各年 10 月現在） 

※構成比①：総世帯数に占める割合、構成比②：高齢者のいる世帯に占める割合。 

 

 

 

■ 高齢者のいる世帯の構成比（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／国勢調査（平成２２年 10 月現在） 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第１章 被保険者の現状 

 

２．要介護（要支援）認定者の状況 

（１）要介護（要支援）認定者のこれまでの推移 

要介護（要支援）認定者数は、高齢化率の上昇に伴い、毎年増加の傾向にあり、

平成２５年度は平成２１年度より１０４名、１．０３％増加しています。 

しかしながら、平成２５年度下半期からは減少傾向に転じ、平成２６年度も同様の

傾向がみられています。  

要介護度別にみると、要支援者が５年間で２４人、要介護者が８０人増加しており、

平成 18 年度から平成２２年度までの５年間の伸び（要支援者：１１０人増、要介護

者：７７人増）と比較すると、要介護者は、同様の伸びが見られますが、要支援者に

ついては、これまでの伸び率よりは若干の減少が見られています。 

 

■ 要介護（要支援）認定者数の推移 ■   （単位：人） 

  
平成  

21年度 

平成  

22年度 

平成  

23年度 

平成  

24年度 
平成  

25年度 

平成 21-25

年度伸び率
（H25/H21） 

認 定 者 計 3,272 3,307 3,323 3,390 3,376 1.03 

要 支 援 者 計 1,148 1,163 1,157 1,193 1,172 1.02 

要 介 護 者 計 2,124 2,144 2,166 2,197 2,204 1.04 

要 支 援 1  700 785 812 831 841 1.20 

要 支 援 2 448 378 345 362 331 0.74 

要 介 護 1 676 675 648 661 674 1.00 

要 介 護 2 372 386 376 391 408 1.10 

要 介 護 3 360 353 372 342 347 0.96 

要 介 護 4 374 382 395 430 438 1.17 

要 介 護 5 342 348 375 373 337 0.99 

認定率（高齢者人口比） 23.64% 24.30% 24.39% 24.77% 24.39%   

資料／介護保険事業報告年報（年度末現在） 

※認定率（高齢者人口比）＝認定者数（第 2 号被保険者含む）／高齢者人口 
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■ 要介護（要支援）認定率の推移（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料／介護保険事業状況報告（年度末現在） 

   ※平成２５年度については、平成 2６年 2 月分（暫定）を記載 

 

■ 要介護度別構成割合の状況（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料／介護保険事業状況報告年報（平成 24 年度末現在） 
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第２章 介護給付サービス等の現状                    

１．介護保険サービスの状況 

（１）サービス受給者の状況 

 介護サービス受給者は、平成２１年度は施設・居宅サービスをあわせて２，９１

１人でしたが、平成２５年度では３，０６０人となっており、１４９人の増加となっ

ております。 

 居宅サービス受給者数は、平成２１年度は１，９８５人でしたが平成２５年度が

２，１２７人と約１．０７倍（１４２人増）に膨らんでおり、居宅サービス受給者数

は増え続けていることがわかります。 

 本市の居宅サービス受給者割合（全サービス受給者数に占める居宅サービス受給

者数）は、全国・長崎県に比べて、平成２３年度までは低い水準でしたが、平成２４

年度からは長崎県平均と同水準まで上昇しており、今後も上昇するものと思われます。 

 

 

■ サービス受給者数の推移 ■      （単位：人） 

  

平成 平成 平成 平成 平成 
平成

21-25 

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 伸び率 

          （H25/H21） 

施設サービス受給者 562 559 567 570 562 1.00 

  

介護老人福祉施設 358 356 362 363 360 1.01 

介護老人保健施設 203 201 204 207 201 0.99 

介護療養型医療施設 1 2 1 0 1 1.00 

地域密着型サービス受給者 305 304 304 302 303 0.99 

特定施設入居者生活介護 59 65 67 70 68 1.15 

居宅サービス受給者 1,985 2,022 2,035 2,120 2,127 1.07 

サービス受給者 計 2,911 2,950 2,973 3,062 3,060 1.05 

資料／介護保険事業報告年報（年度末現在） 
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※居宅サービス受給者割合＝居宅サービス受給者数／サービス受給者総数 

 

 

■ サービス受給者に占める居宅サービス受給者割合 

（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料／[全国・長崎県]介護保険事業状況報告（年報） 

          平成２５年度については推計値 

[五島市]介護保険事業状況報告（年報） 
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第２章 介護給付サービス等の現状 

 

（２）サービス受給者の計画と実績の比較 

第５期介護保険事業計画（平成２４・２５年度）の計画事業量に対する利用実績の

状況をみると、要介護（要支援）認定者数は、平成２４年度はほぼ計画どおりですが、

平成２５年度は、認定者数が減少傾向に転じたことから計画値をやや下回っています。  

施設サービス、地域密着型サービスについては、満床で推移していることから、ほ

ぼ計画どおりとなっていますが、特定施設入居者生活介護については、計画値をやや

上回っています。各サービスにおいて、計画・実績ともに定員数を超えているものは、

住所地特例等により市外の施設へ入所している方を含めているためです。 

 

■ 第５期計画におけるサービス受給者数の計画値と実績値の比較 ■ （単位：人） 

  

平成２４年度 平成２５年度 

計画 実績 
対計画比   

（実績／計画） 
計画 実績 

対計画比   
（実績／計画） 

要介護（支援）認定者数 3,383 3,390 100.2% 3,406 3,376 99.1% 

施設サービス 567 570 100.5% 567 562 99.1% 

  [再掲]介護老人福祉施設 363 363 100.0% 363 360 99.2% 

  [再掲]介護老人保健施設 204 207 101.5% 204 201 98.5% 

  [再掲]介護療養型医療施設 0 0 0.0% 0 1 0.0% 

居住系サービス 356 372 104.5% 356 371 104.2% 

  [再掲]地域密着型サービス 306 302 98.7% 306 303 99.0% 

  
[再掲]特定施設入居者生活介

護 
50 70 140.0% 50 68 136.0% 

在宅サービス 2,032 2,120 104.3% 2,047 2,127 103.9% 

サービス受給者 計 2,955 3,062 103.6% 2,970 3,060 103.0% 

サービス受給率                

（サービス受給者計／認定者数） 
87.3% 90.3% 103.4% 87.2% 90.6% 103.9% 

資料／介護保険事業状況報告年報 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第２章 介護給付サービス等の現状 

 

（３）サービスごとの利用実績の状況 

サービスごとの利用実績の推移をみると、施設サービス（介護老人福祉施設、介護

老人保健施設）については、平成２１年度からほぼ満床状態にあり受給者数は横ばい

に推移しており、居宅サービスについては、上昇傾向となっております。特に、訪問

介護、訪問看護、短期入所生活介護サービス（ショートスティ）については、伸び率

が顕著で、これは高齢化に伴うサービス受給者数の増加と、サービス提供事業所の増

により、利用者増となっています。 

 

■ サービス利用実績の推移 ■ 

  
平成      

21 年度 

平成      

22 年度 

平成      

23 年度 

平成      

24 年度 

平成      

25 年度 

H21－H25

伸び率 

H25／H21 

訪問介護[回／年] 135,740 132,502 142,784 149,491 154,530 1.14 

訪問入浴介護[回／年] 56 72 5 10 1 0.0.2 

訪問看護[回／年] 8,944 9,953 9,301 10,198 10,140 1.13 

訪問リハビリテーション[回／年] 1,326 1,647 1,480 978 797 0.60 

居宅療養管理指導[人／年] 697 839 1,047 1,335 1,356 1.95 

通所介護[回／年] 105,487 107,900 111,020 118,628 125,775 1.19 

通所リハビリテーション[回／年] 20,410 20,854 22,113 20,332 20,033 0.98 

短期入所生活介護[日／年] 35,995 35,163 39,753 45,099 47,884 1.33 

短期入所療養介護[日／年] 122 213 220 267 169 1.39 

福祉用具貸与[人／年] 4,326 4,973 5,338 6,173 6,294 1.45 

福祉用具購入[人／年] 329 311 321 355 300 0.91 

住宅改修[人／年] 279 272 270 315 253 0.91 

居宅介護支援[人／年] 23,264 23,605 23,546 24,271 24,424 1.05 

特定施設入所者生活介護[人／年] 706 781 805 845 819 1.16 

認知症対応型共同生活介護[人／年] 3,661 3,644 3,648 3,622 3,635 0.99 

介護老人福祉施設[人／年] 4,302 4,277 4,349 4,352 4,325 1.01 

介護老人保健施設[人／年] 2,444 2,412 2,447 2,485 2,412 0.99 

介護療養型医療施設[人／年] 3 13 5 0 2 0.67 

資料／介護保険事業状況報告年報 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第２章 介護給付サービス等の現状 

 

２．介護保険給付費の状況 

 （１）介護給付費の推移 

 介護保険給付費は、サービス受給者の増加や介護報酬の増額改定等に伴い、平成

２１年度の約５０億１，０００万円から、平成２５年度の約５４億９，０００万円へ、

約９．７％増加しています。 

 平成２５年度の介護保険給付費をみると、居宅サービスが４５．４%、地域密着

型サービスが１５．６%、施設サービスが３１．４％という構成割合になっており、 

地域密着型サービス及び施設サービスの占める割合は減少しているものの、居宅サー

ビス、その他のサービスが上昇傾向となっています。 

平成２５年度の居宅サービスの中で給付費の割合が高い通所介護、訪問介護、短期

入所生活介護を平成２１年度と比較すると、訪問介護は僅かに減少しているものの、

通所介護は約１．３１倍、短期入所生活介護は約１．３４倍と増加しています。 

 

■ 介護保険給付費の推移 ■ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料／介護保険事業報告年報 

※端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第２章 介護給付サービス等の現状 

■ 介護保険給付費の推移 ■ 

  （単位：円） 

       平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 
H21-25 

伸び率 

(H25/H21) 

居宅介護(支援)サービス 2,111,936,650  2,197,358,861  2,234,410,009  2,429,115,958  2,496,861,492  1.18 

  訪問サービス 597,454,629  615,465,094  571,524,201  595,545,059  592,025,954  0.99 

    訪問介護 505,619,612  509,123,857  469,634,062  486,704,516  485,083,818  0.96 

    訪問入浴介護 720,657  884,982  45,279  129,384  8,860  0.01 

    訪問看護 76,556,074  86,914,576  85,551,530  94,912,926  94,554,001  1.24 

    訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 9,867,486  12,883,199  9,971,640  6,572,403  5,437,494  0.55 

    居宅療養管理指導 4,690,800  5,658,480  6,321,690  7,225,830  6,941,781  1.48 

  通所サービス 835,619,783  894,349,528  936,367,820  1,012,665,843  1,065,649,386  1.28 

    通所介護 702,418,136  755,428,398  795,679,262  866,265,828  922,063,949  1.31 

    通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 133,201,647  138,921,130  140,688,558  146,400,015  143,585,437  1.08 

  短期入所サービス 285,505,576  275,662,069  311,425,193  360,739,969  381,690,442  1.34 

    短期入所生活介護 284,429,040  273,652,489  309,520,927  358,426,276  380,101,035  1.34 

    
短期入所療養介護 

(介護老人保健施設) 
1,076,536  2,009,580  1,904,266  2,313,693  1,589,407  1.48 

    
短期入所療養介護 

(介護療養型医療施設等) 
0  0  0  0  0    

  福祉用具・住宅改修サービス 99,071,646  101,746,259  103,424,863  118,100,897  116,178,957  1.17 

    福祉用具貸与 56,326,041  61,289,811  63,207,162  73,414,107  78,241,662  1.39 

    福祉用具購入費 8,798,099  8,302,059  9,033,609  10,156,859  8,672,137  0.99 

    住宅改修費 33,947,506  32,154,389  31,184,092  34,529,931  29,265,158  0.86 

  特定施設入所者生活介護 79,988,412  85,786,475  85,420,826  101,959,565  98,118,804  1.23 

  居宅介護支援 214,296,604  224,349,436  226,247,106  240,104,625  243,197,949  1.13 

地域密着型(介護予防）サービス 845,359,970  843,395,850  852,134,132  851,081,661  857,662,335  1.01 

  夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0   

  認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0   

  小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0   

  認知症対応型共同生活介護 845,359,970  843,395,850  852,134,132  851,081,661  857,662,335  1.01 

  
地域密着型特定施設入居者

生活介護 
0 0 0 0 0   

  
地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護 
0 0 0 0 0   

施設介護サービス 1,713,433,760  1,700,203,696  1,722,944,594  1,743,149,765  1,725,443,851  1.01 

  介護老人福祉施設 1,071,709,155  1,057,290,387  1,082,200,980  1,090,100,038  1,085,753,003  1.01 

  介護老人保健施設 641,242,385  639,118,484  639,159,130  653,049,727  639,521,800  1.00 

  介護療養型医療施設 482,220  3,794,825  1,584,484  0  169,048  0.35 

その他 339,269,790  376,572,861  381,619,259  406,902,114  414,095,091  1.22 

  高額介護サービス費 104,484,455  136,009,127  124,208,001  136,137,134  137,306,611  1.31 

  審査支払手数料 6,615,515  6,026,664  5,692,909  5,524,035  5,582,980  0.84 

  特定入所者介護サービス費 228,169,820  234,537,070  251,718,349  265,240,945  271,205,500  1.19 

総計 5,010,000,170  5,117,531,268  5,191,107,994  5,430,249,498  5,494,062,769  1.10 

資料／介護保険事業状況報告年報 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第２章 介護給付サービス等の現状 

 

（２）介護保険サービス事業所の状況 

 

 本市の被保険者が利用する介護サービスの事業所数は、居宅サービスでは、通所介護

３４か所、訪問介護２５か所などが多く、認知症高齢者グループホームが２３か所、施

設サービスは介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）７か所、介護老人保健施設３か

所となっています。 

 

介護サービス事業所の状況（平成２６年７月利用） 

 

サ ー ビ ス 種 類 
事 業 

所 数 

利 用  

件 数 

回  数 

利用日数 
費 用 額 

費用額 

構成比 

１事業所平 

均費用額 

（円） 

居 

宅 

サ 

ー 

ビ 

ス 

訪 問 介 護 17 ｶ所 843 件 8,842 回 45,399 千円 9.6% 2,670,529 

訪問入浴介護 0 ｶ所 0 件 ０回 0 千円 0.0% 0 

訪 問 看 護 4 ｶ所 124 件 908 回 7,324 千円 1.5% 1,831,000 

訪問リハビリテーション 2 ｶ所 16 件 175 回 578 千円 0.1% 289,000 

通 所 介 護 32 ｶ所 1,289 件 10,982 回 90,591 千円 19.1% 2,830,968 

通所リハビリテーション 3 ｶ所 186 件 1,735 回 13,526 千円 2.9% 4,508,666 

福祉用具貸与 4 ｶ所 507 件 44,470 日 6,603 千円 1.4% 1,650,750 

短期入所生活介護 10 ｶ所 251 件 4,448 日 37,037 千円 7.8% 3,703,700 

短期入所療養介護 1 ｶ所 2 件 16 日 130 千円 0.0% 130,000 

居宅療養管理指導 6 ｶ所 132 件 180 回 713 千円 0.2% 118,833 

特定施設入居者介護 2 ｶ所 67 件 1,940 日 9,596 千円 2.0% 4,798,000 

小  計 81 所 3,417 件 73,696 日 211,497 千円 44.7% 2,611,074 

地
域
密
着
型 

認知症対応型共同生活

介護 
23 ｶ所 303 件 8,910 日 80,756 千円 17.1% 3,511,130 

居 宅 介 護 支 援 26 ｶ所 2,007 件 
 

20,288 千円 4.3% 780,307 

施 

設 

介 

護 

介護老人福祉施設 7 ｶ所 349 件 10,260 日 99,111 千円 20.9% 14,158,714 

介護老人保健施設 3 ｶ所 202 件 6,125 日 61,150 千円 12.9% 20,383,333 

介護療養型医療施設 0 ｶ所 1 件 31 日 323 千円 0.1% 0 

小  計 10 ｶ所 552 件 16,416 日 160,584 千円 33.9% 16,058,400 

合    計 140 ｶ所 6,279 件 90,022 日 473,125 千円 100.0% 3,379,464 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

第３章 アンケート調査からみた高齢者                        

１ 調査の概要 

 ① 調査の目的 

この調査の目的は、高齢者の生活実態を把握して、平成２７年度から平成２９年 

度までの五島市老人福祉計画・介護保険事業計画の資料とするためのものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 回答者の年齢区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査の対象 

市内在住の高齢者（65歳以上） 3,000人 

  要介護認定を受けていない高齢者 2,280人 

要介護（要支援）認定者 720 人] 

調査 方 法 郵送による配布と回収、個別訪問による回収（記名式） 

調査 期 間 
平成２６年５月１３～６月３０日 

（９月下旬まで個別訪問による回収を実施） 

回収 結 果 有効回収数 ２，０２１票（有効回収率６７．４％） 

回答数=2,021人 (男=815人 女=1,206人) 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

２ 高齢者の状況 
① 世帯構成について（家族構成をお教えください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地区別世帯構成 

地区名 一人暮らし 家族と同居 その他 計 

福江地区 93 人 253 人 14 人 360 人 

緑丘地区 107 人 270 人 15 人 392 人 

奥浦地区 34 人 43 人 5 人 82 人 

崎山地区 26 人 79 人 3 人 108 人 

翁頭地区 43 人 100 人 8 人 151 人 

富江地区 93 人 144 人 6 人 243 人 

玉之浦地区 38 人 77 人 16 人 131 人 

三井楽地区 49 人 132 人 1 人 182 人 

岐宿地区 58 人 93 人 8 人 159 人 

奈留地区 32 人 84 人 1 人 117 人 

地区全体 573 人 1,275 人 77 人 1,925 人 

 

 

 
一人暮らし 家族と同居 その他（施設等） 計 

男 153 人 596 人 27 人 776 人 

女 420 人 679 人 50 人 1,149 人 

計 573 人 1,275 人 77 人 1,925 人 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 一人暮らしの割合が全体の約３割となっている 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

③ 同居の家族（同居されている方はどなたですか（複数回答）） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 年齢区分ごとの一人暮らしの状況（年齢階層・男女別） 

  男 女 計 

65～69 歳 43 人 47 人 90 人 

70～74 歳 32 人 56 人 88 人 

75～79 歳 32 人 108 人 140 人 

80～84 歳 21 人 103 人 124 人 

85 歳以上 25 人 106 人 131 人 

計 153 人 420 人 573 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者 1,019 人 

息子 291 人 

娘 182 人 

孫 69 人 

子の配偶者 55 人 

その他 32 人 

兄弟姉妹 23 人 

計 1,671 人 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

⑤ 現在の暮らしの状況（現在の暮らしの状況を経済的にみてどう感じていますか） 

（単位：人） 

  苦しい やや苦しい 
ややゆとりが

ある 
ゆとりがある 計 

福江地区 94 136 118 11 359 

緑丘地区 83 155 142 13 393 

奥浦地区 14 34 29 5 82 

崎山地区 23 34 42 5 104 

翁頭地区 32 62 48 6 148 

富江地区 57 81 87 15 240 

玉之浦地区 20 58 54 4 136 

三井楽地区 57 70 55 5 187 

岐宿地区 26 66 59 4 155 

奈留地区 18 54 39 3 114 

計 424 750 673 71 1,918 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

⑥ 外出時の交通手段（外出する際の交通手段は何ですか（いくつでも）） 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

徒
歩 

自
動
車 

（
自
分
で
運
転
） 

自
動
車 

（
人
に
乗
せ
て
も
ら
う
） 

タ
ク
シ
ー 

路
線
バ
ス 

自
転
車 

バ
イ
ク 

歩
行
器
・シ
ル
バ
ー
カ
ー 

病
院
や
施
設
の
バ
ス 

電
動
車
い
す 

車
椅
子 

そ
の
他 

計 

男 358 420 122 74 37 97 85 15 19 9 5 4 1,245 

女 584 185 480 169 191 66 58 118 53 11 13 12 1,940 

計 942 605 602 243 228 163 143 133 72 20 18 16 3,185 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

３ 介護について 

① 介護が必要となった原因（介護・介助が必要となった主な原因は何ですか（いくつでも）） 

（単位：人） 

  高
齢
に
よ
る
衰
弱 

目
耳
の
障
が
い 

そ
の
他 

骨
折
・
転
倒 

関
節
の
病
気 

心
臓
病 

脳
卒
中 

認
知
症 

糖
尿
病 

呼
吸
器
の
病
気 

が
ん 

脊
椎
損
傷 

パ
ー
キ
ン
ソ
ン
病 

不
明 

計 

男 47 41 34 16 23 31 45 22 17 16 14 7 5 2 303 

女 138 67 67 79 69 51 31 53 25 10 11 17 4 2 599 

計 185 108 101 95 92 82 76 75 42 26 25 24 9 4 902 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆介護・介助が必要となった原因は男女ともに「高齢による衰弱」が最も多く、次いで男

性は「脳卒中」、「耳目の障がい」、女性は「転倒骨折」、「関節の病気」の割合が高い。 
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第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

② 相談相手について（家族や友人・知人以外で、何かあったときに相談する相手を教えてくだ

さい（いくつでも）） 

（単位：人）    

  
そ
の
よ
う
な
人
は
い
な
い 

医
師
・
歯
科
医
師
・ 

看
護
師 

ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー 

社
会
福
祉
協
議
会
・ 

民
生
委
員 

そ
の
他 

町
内
会
・
老
人
ク
ラ
ブ 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー 

・
市
役
所 

計 

男 307 160 80 92 68 70 62 839 

女 423 216 186 131 74 63 69 1,162 

計 730 376 266 223 142 133 131 2,001 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉協議会・民生委員 

（１１．１％） 

ケアマネージャー 

（１３．３％） 
医師・歯科医師・看護師 

（１８．８％） 

地域包括 

支援ｾﾝﾀｰ・ 

市役所 

（６．６％） 

そのような人はいない 

（３６．５％） 

その他（７．１％） 

町内会・ 

老人クラブ 

（６．６％） 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

③ 介護をするうえで困っていることや望んでいること（主に介護している家族が対象） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神的に負担が大きい 116 人 

体力的に介護が困難である 84 人 

介護サービスをもっと利用させたいが、本人がサービスを受けたがらない 64 人 

自分の時間がもてない 64 人 

経済的に負担が大きい 50 人 

介護サービス利用方法がわからない 31 人 

介護の方法がわからない 24 人 

その他 21 人 

仕事（パート）に出られない 13 人 

介護者が交流する機会がない（交流する機会が欲しい） 12 人 

心身の悩みを相談できる人や窓口がない（相談する機会が欲しい） 10 人 

家族や近隣の方の理解や協力が足りない 9 人 

合  計 498 人 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

④ 今後どのような介護をしたいですか（主に介護している家族が対象） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なるべく家族のみで、在宅で介護したい 161 人 

介護保険ｻｰﾋﾞｽ(ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ等)や福祉ｻｰﾋﾞｽを活用しながら在宅で介護したい 156 人 

特別養護老人ﾎｰﾑや老人保健施設などの大きな施設に入所させたい 68 人 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑのように小規模で家庭的な施設に入所させたい 45 人 

その他 13 人 

要介護になっていない（自立）配偶者と一緒に生活できる施設に入所させたい 8 人 

合  計 451 人 

 

29 
 



第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

４ 健康について 

① 健康状況について 

 

  とても健康 
まあまあ 

健康 

あまり 

健康でない 
健康でない 計 

男 77 人 346 人 197 人 127 人 747 人 

女 77 人 518 人 301 人 214 人 1,110 人 

計 154 人 864 人 498 人 341 人 1,857 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 外出の控え（外出を控えていますか。） 

  はい いいえ 計 

男 213 人 565 人 778 人 

女 485 人 655 人 1,140 人 

計 698 人 1,220 人 1,918 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 
 



第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

③ 外出を控えている理由（重複回答） 

   （単位：人） 

  

足
腰
痛 

病
気 

ト
イ
レ
の
心
配 

耳
の
障
が
い 

交
通
手
段
が
な
い 

目
の
障
が
い 

外
で
の
楽
し
み
が
な
い 

そ
の
他 

経
済
的
理
由 

障
が
い 

（
脳
卒
中
後
遺
症
等
） 

計 

男 134 49 30 30 19 33 17 19 14 22 367 

女 374 88 66 51 60 42 39 34 30 16 800 

計 508 137 96 81 79 75 56 53 44 38 1,167 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆外出を控えている理由は、「足腰痛」が最も多く、特に女性は５割弱を占めている。 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

④ 現在、治療中、または後遺症のある病気について 

①高血圧 918 人  ⑪がん（新生物） 68 人 

②脳卒中 142 人  ⑫血液・免疫の病気 50 人 

③心臓病 276 人  ⑬うつ病 35 人 

④糖尿病 221 人  ⑭認知症 70 人 

⑤高脂血症 130 人  ⑮パーキンソン病 10 人 

⑥呼吸器の病気 113 人  ⑯目の病気 456 人 

⑦胃腸・肝臓・胆のうの病気 243 人  ⑰耳の病気 163 人 

⑧腎臓・前立腺の病気 163 人  ⑱その他 269 人 

⑨筋骨格の病気 414 人  ⑲ない 178 人 

⑩外傷（転倒・骨折等） 84 人  計 4,003 人 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

⑤ 転倒について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●転倒に対する不安は大きいですか    ●この１年間に転んだことがありますか 

  はい いいえ 計   はい いいえ 計 

男 338 人 430 人 768 人 男 188 人 573 人 761 人 

女 769 人 361 人 1,130 人 女 326 人 759 人 1,085 人 

計 1,107 人 791 人 1,898 人 計 514 人 1,332 人 1,846 人 

 

⑥ 物忘れについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●周りから「いつも同じことを聞く」    ●自分で電話番号を調べて電話をかける 

などの物忘れがあるといわれますか     ことができますか 

はい いいえ 計  はい いいえ 計 

478 人 1,402 人 1,880 人  1,613 人 290 人 1,903 人 

●今日が何月何日かわからない時が   

ありますか               ●５分前のことが思い出せますか 

はい いいえ 計  はい いいえ 計 

586 人 1,313 人 1,899 人 1,613 人 290 人 1,903 人 
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第２部 高齢者を取り巻く現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

 

 

第４章 日常生活圏域の設定                    

高齢者ができるかぎり住み慣れた地域で生活を続けられるようにするためには、よ

り細かな単位で、介護サービスや介護予防事業等を展開する必要があります。 

第５期事業計画において定めた 10 圏域での基盤整備の状況やサービス利用動向

等を勘案し、第６期計画においても生活圏域を 10 圏域で設定いたします。 

 
 

■ 日常生活圏域一覧 ■       （単位：人） 

圏域名 該当する地区 
高齢者人口 

居宅介護サー

ビス利用者数 
（高齢化率） 

福江地区 福江小学校区 
2,482 

357 
28.9% 

緑丘地区 緑丘小学校区 
2,406 

334 
27.2% 

奥浦地区 
奥浦中学校区・椛島中学校区・  

久賀中学校区 

782 
109 

46.5% 

崎山地区 崎山中学校区 
648 

117 
36.8% 

翁頭地区 翁頭中学校区 
1,201 

173 
36.2% 

富江地区 富江中学校区 
1,926 

259 
38.5% 

玉之浦地区 玉之浦中学校区 
758 

172 
50.1% 

三井楽地区 
三井楽中学校区・嵯峨島中学校

区 

1,101 
120 

37.7% 

岐宿地区 岐宿中学校区 
1,356 

268 
38.0% 

奈留地区 奈留中学校区 
1,151 

156 
44.5% 

計   
13,811 

2,065 
34.7% 

資料／平成 2６年 3 月現在 
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■ 日常生活圏域別 関連施設等の分布状況 ■ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

  
  

 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

   

 

   

 

    

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 
  

  

 

 岐宿地区 
  

 奈留地区 
  

 
奥浦地区 

  

 
崎山地区 

  

 福江地区 
  

 緑丘地区 
  

 
翁頭地区 

  

 

富江地区 
  

 玉之浦地区 
  

 三井楽地区 
  

  五島市役所 
  

  三井楽 支所 
  

   玉之浦支所 
  

     

 奈留支所 
  

 

   岐宿支所 
  

 
富江支所 

 
  

 

 

 

  

 

 
  

  

 

 介護老人福祉施設 

 介護老人保健施設 

 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

 通所介護（デイサービス）・通所リハビリテーション（デイケア） 

 在宅介護支援センター 

 市役所・支所 
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第３部 高齢者と各種サービスの将来推計    
第１章 高齢者人口等の推計 

 

第３部 高齢者と各種サービスの将来推計                    

第１章 高齢者人口等の推計                      

 
１．高齢者人口の推計 

本市では、今後も高齢化が進行し、平成２９年度には市民の 2.７人に１人が高齢者

となり（高齢者人口 1４,１７２人、高齢化率 3７.7３%）、後期高齢化率は、2１％を

超える見込みです。（平成２６年４月現在で２０．４５%） 

■ 総人口・高齢者人口の推計 ■    （単位：人） 

  
平成 平成 平成 平成 平成 

27年度 28年度 29年度 32 年度 37年度 

総人口 39,045 38,316 37,565 35,301 31,313 

40-64 歳人口 

（第 2号被保険者） 
13,760 13,352 12,913 11,610 9,659 

高齢者人口 

（第 1号被保険者） 
13,991 14,080 14,172 14,250 14,010 

  前期高齢者（65-74歳） 5,864 5,993 6,161 6,684 6,451 

  後期高齢者（75歳以上） 8,127 8,087 8,011 7,566 7,559 

高齢化率 35.83% 36.75% 37.73% 40.37% 44.74% 

  前期高齢化率 15.02% 16.40% 15.64% 18.93% 20.60% 

  後期高齢化率 20.81% 21.33% 21.11% 21.43% 24.14% 

 ※住民基本台帳に基づきコーホート変化率法により推計。       
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第３部 高齢者と各種サービスの将来推計    
第１章 高齢者人口等の推計 

 

２．要介護（要支援）認定者数の推計 

これまで増加傾向にあった要介護（要支援）認定者数が、平成２５年度下半期から

減少傾向に転じています。今後、高齢者数そのものの大幅な増加は見込まれないこと

から、引き続き一定の減少が見込まれるものとして推計しています。 

 

      ■ 要介護（要支援）認定者数の将来推計 ■ （単位：人） 

  
平成 平成 平成 平成 平成 平成 

26年度 27年度 28年度 29年度 32年度 37年度 

（12 月現在）         

要 支 援 1 796 781 759 736 709 659 

要 支 援 2 331 302 280 259 240 224 

要 介 護 1 663 675 681 688 694 669 

要 介 護 2 401 395 396 399 399 383 

要 介 護 3 343 337 332 330 354 342 

要 介 護 4 455 468 488 504 570 558 

要 介 護 5 324 321 306 292 318 306 

計 3,313 3,279 3,242 3,208 3,284 3,141 

[再掲] 要支援 1・2 1,127 1,083 1,039 995 949 883 

[再掲] 要介護 1～5 2,186 2,196 2,203 2,213 2,335 2,258 

認   定   率 23.78% 23.44% 23.03% 22.64% 23.05% 22.42% 

※認定率（高齢者人口比）＝認定者数（第２号被保険者数含む）／高齢者人口 
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第２章 介護給付等サービスの推計                               

 
１．施設・居住系サービスの事業量見込み 

(１) 施設・居住系サービス 

介護保険施設と認知症高齢者グループホームの利用者数見込みにあたっては、これ

まで国の基準が示されていましたが、平成２２年１０月７日、一部見直され、施設の

整備計画は地域の実情に応じて策定することとなりました。 

本市の介護保険施設の整備状況は、長崎県内でも相当に高い整備状況となっており

ます。そのため第５期事業計画では、新規整備は行われていません。 

第６期事業計画においても、介護保険料の上昇、居宅サービスと施設サービスの給

付のバランス、施設利用者の重度者への重点化といった点に配慮し、第５期同様、新

規での整備は行わない方針とし、本計画期間内は、サービス利用者や事業者の動向が

急激に変化するとは考えにくいため、現状の施設・居住系サービス利用者数とほぼ同

程度で推移するものと想定しました。 

この結果、本計画期間内の介護保険施設及び認知症高齢者グループホーム利用者数

は、各年度次頁のとおり見込んでいます。 
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■ 介護保険施設・介護専用型の居住系サービス利用者数の見込み ■（単位：人） 

  

平成 平成 平成 平成 平成 平成 

26年度 27 年度 28 年度 29 年度 32 年度 37 年度 

（10 月現在） 
        

要介護 2～5認定者数 1,518 1,521 1,522 1,525 1,641 1,589 

介護保険施設 計 549 556 556 556 556 556 

  

介護老人福祉施設 350 356 356 356 356 356 

介護老人保健施設 199 200 200 200 200 200 

介護療養型医療施設 1 0 0 0 0 0 

介護専用型の居住系サービス 計 308 304 304 304 304 304 

  

認知症対応型共同生活介護 308 304 304 304 304 304 

介護専用型の 

特定施設入居者生活介護 
0 0 0 0 0 0 

  

介護専用型 

特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 

（定員 30人以上） 

地域密着型 

特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 

（定員 29人以下） 

介護保険施設・介護専用型居住系 

サービス 計 
857 860 860 860 860 860 

  要介護 2～5に占める割合 56.46% 56.54% 56.54% 56.54% 56.54% 56.54% 

介護保険施設利用者のうち 

要介護 4・5の者 
360 369 369 369 369 369 

  施設利用者に占める 

要介護 4・5の割合 
65.57% 66.37% 66.37% 66.37% 66.37% 66.37% 

※平成 26 年度・・・数値：10 月サービス提供分、要介護認定者数：10 月末現在 
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(２) その他の居住系サービス 

居住系サービスの中には、要介護者とは別に、要支援者が利用できるサービスがあ

ります。 

これらの居住系サービス利用者数については、直近の利用実績をもとに、次のとお

り見込みました。 

なお、「特定施設入居者生活介護」は、介護保険制度改正により、養護老人ホーム

での当該サービスの利用が可能となったことから、市内２箇所の養護老人ホームでの

サービス利用を想定して、利用者数を見込みました。 

 

 

 

■ その他の居住系サービス利用者数 ■   （単位：人） 

  

平成 

26 年度 

平成  

27年度 

平成  

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

平成 

37年度 

介護予防認知症対応型 

共同生活介護 [要支援 2のみ] 
6 8 8 8 8 8 

介護専用型以外の 

特定施設入居者生活介護 
68 70 70 70 70 70 

  

介護予防特定施設入居者生活介護     

[要支援 1・2] 
12 19 19 19 19 19 

  

介護専用型以外の施設入居者生活介護 

[要介護 1～5] 
56 51 51 51 51 51 

※平成２６年度・・・10 月サービス提供分 
 
 

≪再掲≫認知症対応型共同生活介護の利用者数（全体）  （単位：人） 

  

平成 

26 年度 

平成  

27年度 

平成  

28年度 

平成  

29年度 

平成 

32年度 

平成 

37年度 

介護予防認知症対応型共同生活介護

[要支援 2のみ] 【予防給付】 
6 8 8 8 8 8 

認知症対応型共同生活介護 

[要介護 1～5] 【介護給付】 
302 296 296 296 296 296 

計 308 304 304 304 304 304 
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２．地域密着型サービスの展開 

地域密着型サービスは、認知症の高齢者や独居高齢者の増加等を踏まえ、高齢者が

要介護状態になっても、できるかぎり住み慣れた地域で生活を継続できる環境をつく

るという観点から、原則、日常生活圏域内でのみ利用及び提供が受けられるサービス

であり、地域特性に応じた基盤整備に取り組むことが求められています。また、市町

村にサービス事業者の指定（更新）や指導監督等を行う権限が与えられています。 

第６期計画においては、第５期計画期間と同様、地域密着型サービスは、施設につ

いて充足しているため整備拡充は行わず、「認知症対応型共同生活介護」のみの利用

を見込むこととしています。 

地域密着型サービスについては、利用者にとって平等なサービス及び質の確保が重

要であり、保険者として「地域密着型サービス運営委員会」の協議・意見をいただき

ながら、公正な指定及び利用者にとって適正なサービスを受けられるよう事業展開を

推進していきます。 

 

(１) 認知症対応型共同生活介護 

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）は、平成１８年の介護

保険制度改正に伴い、住み慣れた地域で、地域の特性に応じて多様で柔軟なサービス

提供を行う「地域密着型サービス」に位置付けられ、要介護者（要支援者については

要支援２）であって、認知症であるものについて、その共同生活を営むべき住居にお

いて、生活の介護、その他の日常生活上の世話（支援）及び機能訓練を行うものです。 

日常生活圏域別の利用者数については、現在の利用者数の分布状況を勘案して、次

頁のとおり見込みました。 

 

(２) その他の地域密着型サービス 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護・夜間対応型訪問介護・認知症対応型通所介護・

小規模多機能型居宅介護・複合型サービス） 

これらのサービスについては、今後、対象者のニーズとサービス供給体制構築状況

を判断しながら対応します。 
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■ 認知症対応型共同生活介護圏域別利用者数（必要利用定員）■ 

  ユニット数 定員数 

福江地区  ２ユニット  １８人 

緑丘地区  ５ユニット  ４５人 

奥浦地区  ２ユニット  １８人 

崎山地区  ３ユニット  ２７人 

翁頭地区 １０ユニット  ９０人 

富江地区  ４ユニット  ３３人 

玉之浦地区  ０ユニット   ０人 

三井楽地区  ３ユニット  ２７人 

岐宿地区  ４ユニット  ３６人 

奈留地区  １ユニット   ９人 

合計 ３４ユニット ３０３人 

 

■ 認知症対応型共同生活介護圏域別利用者数（利用見込） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「認知症対応型共同生活介護」（介護給付）と「介護予防認知

症対応型共同生活介護」（予防給付）の合計値。 

 
 
 
 
 

  26 年度 
（10 月現在） 

27 年度 28 年度 29 年度 

福江地区 ３９人 ３９人 ３９人 ３９人 

緑丘地区 ４９人 ４９人 ４９人 ４９人 

奥浦地区 ２７人 ２７人 ２７人 ２７人 

崎山地区 １７人 １７人 １７人 １７人 

翁頭地区 ３２人 ３２人 ３２人 ３２人 

富江地区 ５５人 ５６人 ５６人 ５６人 

玉之浦地区 ９人 ９人 ９人 ９人 

三井楽地区 ３７人 ３７人 ３７人 ３７人 

岐宿地区 ２１人 ２１人 ２１人 ２１人 

奈留地区 １７人 １７人 １７人 １７人 

合計 ３０３人 ３０４人 ３０４人 ３０４人 
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３．居宅サービスの事業量見込み 

(１) 標準的居宅サービス利用者数 

「標準的居宅サービス利用者」とは、在宅で介護サービスを利用する人のことであ

り、要介護（要支援）認定者数から、施設・居住系サービス利用者数を除き、さらに

認定を受けても実際に介護サービスを利用しない人（サービス未利用者）を除いた人

数となります。 

計画年度内の標準的居宅サービス利用者数は、直近の標準的居宅サービス受給率等

をもとに、下記のとおり見込みました。 

 

■ 標準的居宅サービス利用者数 ■     （単位：人） 

  
平成   

26年度 
（10月現在） 

平成 平成 平成 

27 年度 28年度 29年度 

要 支 援 1 634 123 122 122 

要 支 援 2 277 54 54 54 

要 介 護 1 490 494 498 502 

要 介 護 2 249 251 253 255 

要 介 護 3 157 158 159 160 

要 介 護 4 200 202 204 206 

要 介 護 5 88 88 88 88 

計 2,095 1,370 1,378 1,387 

[再掲]予防給付対象者（要支援 1・2） 911 177 176 176 

[再掲]介護給付対象者（要介護 1～5） 1,184 1、193 1,202 1,211 
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（２）居宅サービスの見込み事業量 

居宅サービスとは、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、

居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入

所療養介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、住宅改修及び福祉用具購入を

いいます。各サービスごとに直近の受給率をもとに事業量を見込みました。 

 

 

①訪問介護・介護予防訪問介護 

訪問介護員が要支援・要介護認定者の居宅を訪問して、入浴・排せつ・食事などの

介護や、調理・掃除・洗濯など、日常生活上の必要な生活援助を行うサービスです。 

介護給付については直近実績と同水準での推移を見込み、予防給付については、平

成２７年度内の地域支援事業への移行を想定し減少を見込みました。 

 

 

②訪問看護・介護予防訪問看護 

訪問看護ステーション等の看護師等が、要支援・要介護認定者の居宅を訪問して、

主治医の指示のもとで療養上の世話や管理、必要な診療の補助を行うサービスです。

比較的重度の利用者が多いのが特徴で、平成 2４～平成 2６年度のサービス量実績は、

減少傾向にあります。直近の実績を踏まえ、現在と同水準での推移を見込みました。 

 

 

③訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

主治医の判断に基づき、病院・診療所または介護老人保健施設の理学療法士や作業

療法士等が、計画的な医学的管理を行なっている医師の指示にもとづき、要支援・要

介護認定者の居宅を訪問して、日常生活の自立を助けるための機能訓練を行うサービ

スです。平成 2４～2６年度のサービス量実績は、減少傾向になっており、予防給付

は減少、介護給付は現在と同水準での推移を見込みました。 

 

 

④居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

通院が困難な要支援・要介護認定者に対して、病院、診療所または薬局の医師、歯

科医師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士が自宅を訪問して行う療養上の管理、指導

などのサービスです。平成 2４～2６年度のサービス量実績は、増減が不安定である

ため、若干の増加を見込みました。 
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⑤通所介護・介護予防通所介護 

要支援・要介護認定者が通所介護施設（デイサービスセンター）に通い、入浴や排

せつ、食事の提供などの介護や日常生活上の世話及び機能訓練を受けるサービスです。

平成 2４～2６年度のサービス量実績は、利用者数の増加等で、右肩上がりで増加し

ており、介護給付は今後も増加するものと見込みましたが、予防給付については、平

成２７年度内の地域支援事業への移行を踏まえて減少を見込みました。 

 

 

⑥通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

要支援・要介護認定者が通所リハビリテーション事業所（デイケア）において、心

身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、理学療法、作業療法、そ

の他必要な専門的なリハビリテーションを受けるサービスです。平成 2４～2６年度

のサービス量実績は、予防給付・介護給付全体としては、減少傾向にあり、今後も減

少傾向になるものと見込みました。 

 

 

⑦短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

要支援・要介護認定者が介護老人福祉施設等に短期間入所して、入浴、排せつ、食

事などの日常生活上の世話及び機能訓練を受けるサービスです。平成 2４～2６年度

の実績は増加傾向にあることから引き続き増加傾向になるものと見込みました。 

 

 

⑧短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

要支援・要介護認定者が介護老人保健施設等に短期間入所して、看護、医学的管理

下の介護、機能訓練などの必要な医療や日常生活上の世話を受けるサービスです。平

成 2４～2６年度の実績は、減少からほぼ横ばいの傾向にあることから若干の減少を

見込みました。 

 

 

⑨特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

特定施設（養護老人ホーム）に入居している要支援・要介護認定者に対して提供さ

れる入浴、排せつ、食事などの日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話といっ

たサービスを受けるものです。平成 2４～2６年度のサービス量実績は、減少傾向に

ありますが、過去の実績等を踏まえ、今後は現在と同水準で推移するものと見込みま

した。 
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⑩福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

要支援・要介護認定者に対し、日常生活上の便宜をはかり、機能訓練や介護者の負

担軽減のための福祉用具を貸与するサービスです。貸与の対象となる用具は、１３品

目ありますが、平成 2４～2６年度のサービス量実績は、ほぼ横ばいでの推移である

ことから、現在と同水準での推移を見込みました。 

 

 

⑪福祉用具購入・介護予防福祉用具購入 

要支援・要介護認定者の日常生活上の自立を助ける用具のうち、貸与になじまない

排せつ・入浴に関する用具を購入する費用の支給が受けられるサービスです。平成 2

４～2６年度の給付実績は減少傾向にありますが、過去の推移を踏まえて、直近３年

間実績の平均程度での推移を見込みました。 

 

 

⑫住宅改修 

要支援・要介護認定者が在宅生活に支障がないように、手すりの取り付けや段差解

消など住宅の改修を行なった際に、住宅改修する費用の支給が受けられるサービスで

す。平成 2４～2６年度のサービス量実績は減少傾向にありますが、過去の推移を踏

まえて、現在と同水準程度での推移を見込みました。 

 

 

⑬居宅介護支援・介護予防支援 

要支援・要介護認定者が居宅サービス等を適切に利用できるように、介護支援専門

員（ケアマネジャー）等が心身の状況や環境、本人や家族の希望を受けて、利用する

サービスの種類、内容等の計画（ケアプラン）を作成するとともに、サービス提供確

保のため事業者等と連絡調整を行うサービスです。平成 2４～2６年度の実績は、居

宅サービス利用者の増加に伴い増加傾向にあることから、増加傾向を見込みました。  

ただし、予防給付について、平成２７年度内の地域支援事業への移行を踏まえて減

少を見込みました。 
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４．介護サービス事業量見込み一覧 

(１) 施設サービス 

■ 施設サービスの見込み事業量 ■ 

  平成 

27年度 

平成 

28 年度 

平成 

29年度 

平成 

32 年度 

平成 

37 年度 

介護老人福祉施設（人／年） 4,272 4,272 4,272 4,272 4,272 

介護老人保健施設（人／年） 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 

介護療養型医療施設（人／年） 0 0 0 0 0 

※施設サービスは介護給付のみ。 
 
 
(２) 地域密着型サービス 

■ 地域密着型サービスの見込み事業量 ■ 

  
平成 

27年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

32年度 

平成 

37年度 

夜間対応型訪問介護（回／年） 0 0 0 0 0 

認知症対応型通所介護（回／年） 0 0 0 0 0 

  介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 

  認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 

小規模多機能型居宅介護（人／年） 0 0 0 0 0 

  介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 

  小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 

認知症対応型共同生活介護（人／年） 3,648 3,648 3,648 3,648 3,648 

  介護予防認知症対応型共同生活介護 96 96 96 96 96 

  認知症対応型共同生活介護 3,552 3,552 3,552 3,552 3,552 

地域密着型特定施設入居者生活介護

（人/年） 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設 

（人／年） 0 0 0 0 0 
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(３) 居宅サービス 

■ 居宅サービスの見込み事業量 ■ 

  
26年度 27年度 28年度 29年度 32 年度 37年度 

見込み 計画 計画 計画 計画 計画 

①訪問介護（人／年） 10,044 7,356 5,268 5,280 5,508 5,628 

  介護予防訪問介護 4,704 2,100 0 0 0 0 

  訪問介護 5,340 5,256 5,268 5,280 5,508 5,628 

②訪問入浴介護（人／年） 0 0 0 0 0 0 

  介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0 

  訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0 

③訪問看護（人／年） 1,428 1,380 1,320 1,284 1,200 1,164 

  介護予防訪問看護 276 192 144 132 96 72 

  訪問看護 1,152 1,188 1,176 1,152 1,104 1,092 

④訪問リハビリテーション（人／年） 168 228 348 444 552 576 

  介護予防訪問リハビリテーション 36 36 48 60 60 60 

  訪問リハビリテーション 132 192 300 384 492 516 

⑤居宅療養管理指導（人／年） 1,332 1,464 1,584 1,668 1,776 1,680 

  介護予防居宅療養管理指導 48 48 48 48 48 48 

  居宅療養管理指導 1,284 1,416 1,536 1,620 1,728 1,632 

⑥通所介護（人／年） 15,324 11,280 7,680 7,524 7,212 6,732 

  介護予防通所介護 6,816 3,420 0 0 0 0 

  通所介護 8,508 7,860 7,680 7,524 7,212 6,732 

⑦通所リハビリテーション（人／年） 2,316 2,172 2,160 2,076 2,064 1,896 

  介護予防通所リハビリテーション 900 912 924 948 972 900 

  通所リハビリテーション 1,416 1,260 1,236 1,128 1,092 996 

⑧短期入所生活介護（人／年） 3,204 3,156 3,108 3,024 2,832 2,520 

  介護予防短期入所生活介護 96 84 108 144 144 144 

  短期入所生活介護 3,108 3,072 3,000 2,880 2,688 2,376 

⑨短期入所療養介護（人／年） 12 12 12 12 12 12 

  介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0 0 0 

  短期入所療養介護 12 12 12 12 12 12 

⑩特定施設入居者生活介護（人／年） 828 840 840 840 840 840 

  介護予防特定施設入居者生活介護 192 228 228 228 228 228 

  特定施設入居者生活介護 636 612 612 612 612 612 

⑪福祉用具貸与（人／年） 6,024 5,892 6,012 6,000 5,772 5,604 

  介護予防福祉用具貸与 1,044 984 936 900 864 792 

  福祉用具貸与 4,980 4,908 5,076 5,100 4,908 4,812 

⑫福祉用具購入（人／年） 264 444 444 432 396 396 

  介護予防福祉用具購入 84 120 120 120 132 132 

  福祉用具購入 180 324 324 312 264 264 

⑬住宅改修（人／年） 156 240 228 240 204 192 

  予防給付分 84 108 96 108 96 96 

  介護給付分 72 132 132 132 108 96 

⑭居宅介護（介護予防）支援（人／年） 23,988 19,596 15,372 15,456 17,676 16,920 

  介護予防支援 10,440 5,700 1,260 1,092 1,248 1,092 

  居宅介護支援 13,548 13,896 14,112 14,364 16,428 15,828 
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５．介護サービス給付費見込み一覧 

(１) 施設サービス 

■ 施設サービス給付費見込み ■       （単位：円） 

  平成 26年度  

見込み 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

介護老人福祉施設 1,149,365,661 1,050,292,000 1,048,263,000 1,048,263,000 

介護老人保健施設 656,800,518 622,197,000 620,995,000 620,995,000 

介護療養型医療施設 0 0 0 0 

 
※施設サービスは介護給付のみ。 
※平成３２年度及び平成３７年度給付費見込も平成２７年度から平成２９年度と同額 

   
 
 
(２) 地域密着型サービス 

■ 地域密着型サービス給付費見込み ■     （単位：円） 

  

平成 26年度

見込み    
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 

認知症対応型通所介護 0 0 0 0 

  介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 

  認知症対応型通所介護 0 0 0 0 

小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 

  介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 

  小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 

認知症対応型共同生活介護 855,816,367 854,718,000 853,067,000 853,067,000 

  介護予防認知症対応型共同生活介護 21,887,052 20,691,000 20,651,000 20,651,000 

  認知症対応型共同生活介護 833,929,315 834,027,000 832,416,000 832,416,000 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設 0 0 0 0 

 
※平成３２年度及び平成３７年度給付費見込も平成２７年度から平成２９年度と同額 
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(３) 居宅サービス 

■ 居宅サービスの給付費見込み ■        （単位：円） 

  
平成 26 年度  

見込み 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

①訪問介護 504,417,000 413,021,000 353,987,000 354,238,000 

  介護予防訪問介護 98,318,000 42,622,000 0 0 

  訪問介護 406,099,000 370,399,000 353,987,000 354,238,000 

②訪問入浴介護 0 0 0 0 

  介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 

  訪問入浴介護 0 0 0 0 

③訪問看護 78,076,000 79,815,000 82,087,000 83,254,000 

  介護予防訪問看護 10,620,000 9,781,000 10,533,000 11,078,000 

  訪問看護 67,456,000 70,034,000 71,554,000 72,176,000 

④訪問リハビリテーション 5,052,000 4,619,000 4,881,000 5,060,000 

  介護予防訪問リハビリテーション 991,000 719,000 745,000 715,000 

  訪問リハビリテーション 4,061,000 3,900,000 4,136,000 4,345,000 

⑤居宅療養管理指導 7,436,000 7,905,000 8,513,000 8,989,000 

  介護予防居宅療養管理指導 220,000 171,000 174,000 175,000 

  居宅療養管理指導 7,216,000 7,734,000 8,339,000 8,814,000 

⑥通所介護 988,831,000 836,930,000 750,048,000 752,477,000 

  介護予防通所介護 184,604,000 88,030,000 0 0 

  通所介護 804,227,000 748,900,000 750,048,000 752,477,000 

⑦通所リハビリテーション 144,041,000 132,032,000 133,372,000 128,068,000 

  介護予防通所リハビリテーション 29,774,000 28,040,000 27,290,000 26,699,000 

  通所リハビリテーション 114,267,000 103,992,000 106,082,000 101,369,000 

⑧短期入所生活介護 449,844,000 450,859,000 456,843,000 460,756,000 

  介護予防短期入所生活介護 7,504,000 4,647,000 4,971,000 5,052,000 

  短期入所生活介護 442,340,000 446,212,000 451,872,000 455,704,000 

⑨短期入所療養介護 472,000 1,210,000 1,067,000 940,000 

  介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0 

  短期入所療養介護 472,000 1,210,000 1,067,000 940,000 

⑩特定施設入居者生活介護 97,932,000 98,472,000 98,276,000 98,276,000 

  介護予防特定施設入居者生活介護 7,538,000 8,722,000 8,705,000 8,705,000 

  特定施設入居者生活介護 90,394,000 89,750,000 89,571,000 89,571,000 

⑪福祉用具貸与 73,731,000 72,224,000 73,575,000 73,333,000 

  介護予防福祉用具貸与 5,132,000 4,848,000 4,623,000 4,407,000 

  福祉用具貸与 68,599,000 67,376,000 68,952,000 68,926,000 

⑫福祉用具販売 4,904,000 8,364,000 8,535,000 8,251,000 

  介護予防福祉用具販売 1,388,000 1,881,000 1,938,000 2,052,000 

  福祉用具販売 3,516,000 6,483,000 6,597,000 6,199,000 

⑬住宅改修 18,512,000 23,123,000 20,648,000 20,374,000 

  予防給付分 10,047,000 12,196,000 10,487,000 10,905,000 

  介護給付分  8,465,000 10,927,000 10,161,000 9,469,000 

⑭居宅介護（介護予防）支援 246,434,000 226,949,000 211,081,000 213,881,000 

  介護予防支援 43,631,000 23,343,000 5,203,000 4,538,000 

  居宅介護支援 202,803,000 203,606,000 205,878,000 209,343,000 
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  平成 32年度 平成 37年度 

①訪問介護 372,580,000 384,805,000 

  介護予防訪問介護 0 0 

  訪問介護 372,580,000 384,805,000 

②訪問入浴介護 0 0 

  介護予防訪問入浴介護 0 0 

  訪問入浴介護 0 0 

③訪問看護 84,133,000 88,565,000 

  介護予防訪問看護 11,229,000 12,273,000 

  訪問看護 72,904,000 76,292,000 

④訪問リハビリテーション 5,191,000 6,025,000 

  介護予防訪問リハビリテーション 274,000 377,000 

  訪問リハビリテーション 4,917,000 5,648,000 

⑤居宅療養管理指導 9,596,000 9,058,000 

  介護予防居宅療養管理指導 183,000 180,000 

  居宅療養管理指導 9,413,000 8,878,000 

⑥通所介護 762,137,000 784,925,000 

  介護予防通所介護 0 0 

  通所介護 762,137,000 784,925,000 

⑦通所リハビリテーション 132,624,000 131,618,000 

  介護予防通所リハビリテーション 26,680,000 24,745,000 

  通所リハビリテーション 105,944,000 106,873,000 

⑧短期入所生活介護 479,055,000 490,291,000 

  介護予防短期入所生活介護 3,812,000 3,779,000 

  短期入所生活介護 475,243,000 486,512,000 

⑨短期入所療養介護 940,000 940,000 

  介護予防短期入所療養介護 0 0 

  短期入所療養介護 940,000 940,000 

⑩特定施設入居者生活介護 98,276,000 98,276,000 

  介護予防特定施設入居者生活介護 8,705,000 8,705,000 

  特定施設入居者生活介護 89,571,000 89,571,000 

⑪福祉用具貸与 73,276,000 71,279,000 

  介護予防福祉用具貸与 4,209,000 3,892,000 

  福祉用具貸与 69,067,000 67,387,000 

⑫福祉用具販売 8,348,000 8,418,000 

  介護予防福祉用具販売 2,176,000 2,191,000 

  福祉用具販売 6,172,000 6,227,000 

⑬住宅改修 19,972,000 19,217,000 

  予防給付分 10,503,000 9,748,000 

  介護給付分 9,469,000 9,469,000 

⑭居宅介護（介護予防）支援 246,998,000 238,042,000 

  介護予防支援 5,155,000 4,488,000 

  居宅介護支援 241,843,000 233,554,000 
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６ 地域支援事業の事業量見込み 

平成２７年度からの介護保険法の改正により、これまで要支援認定者が利用し

ていた訪問介護・通所介護は平成２９年度末までに地域支援事業へ移行します。

これからは、住民等の多様な主体が参画し、サービスを充実することで、地域の

支え合い体制つくりを推進し、参加しやすく、元気な時から切れ目ない介護予防

事業を継続することで、支援が必要な状態となった場合においても可能な限り地

域において自立した日常生活を営むことができるよう支援していきます。 

地域支援事業の「介護予防・日常生活支援総合事業」「包括的支援事業」「任意

事業」の３事業に取り組み、その充実に努めます。 

【地域支援事業の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

① 介護予防・生活支援サービス事業 要支援認定を持っている者、基本チェックリ

ストに該当する者に対し、日常生活の支援提供する訪問型サービス、集いの場の

提供をする通所型サービス、配食等のその他の生活支援サービス、適切なサービ

スが提供できるように介護予防ケアマネジメントをする。 

② 一般介護予防事業 ６５歳以上のすべての高齢者を対象とした、健康づくり中心

の介護予防事業を実施する。 

 

 

 

① 介護給付等費用適正化事業（介護給付費通知等） 

② 家族介護支援事業（家族介護教室、居宅での介護用品の支給、家族介護慰労事

業） 

③ その他の高齢者の在宅生活を支援する事業 

任 意 事 業 

 
 
 

① 要支援認定者等の介護予防ケアマネジメント事業 

② 総合相談支援事業（地域の高齢者の実態把握、介護保険以外の生活支援サービ

スとの調整等） 

③ 権利擁護事業（虐待の防止・早期発見、成年後見制度利用支援等） 

④ 包括的・継続的マネジメント事業（支援困難事例に関するケアマネジャーへの

助言、地域のケアマネジャーのネットワークづくり等） 

⑤ 地域ケア会議（地域の課題を共有し、課題解決に向け関係者ネットワーク構築

や社会資源の開発等を図っていく） 

包括的支援事業 地域包括支援センターで実施する事業 

介護予防・日常生活支援総合事業 
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（１） 地域支援事業の見込み事業量 

地域支援事業の事業量・費用額は以下のとおりです。 

■ 地域支援事業量・費用額の見込み ■ 

 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

人数・回

数・件数

/年 

費用 

[千円] 

人数・回

数・件数

/年 

費用 

[千円] 

人数・回

数・件数

/年 

費用 

[千円] 

介

護

予

防

事

業 

 

介護予防

二次予防

事業 

二次予防事業対象者把

握事業 
708人 11,694 0 人 0 0 人 0 

通所型介護予防事業 400回 6,972 0 回 0 0 回 0 

訪問型介護予防事業 800回 7,731 0 回 0 0 回 0 

介護予防

一次予防

事業 

介護予防普及啓発事業 4,200人 8,017 0 人 0 0 人 0 

計  34,414  0  0 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業 

介 護 予

防・生活支

援サービ

ス事業 

訪問介護 
14,064

回 
40,786 

26,400

人 
76,560 

24,480

人 
70,992 

訪問型サービス(多様

なサービスとして実

施) 

1,044回 2,088 2,567回 16,828 3,047回 13,825 

通所介護 
16,584

回 
82,920 

30,096

回 
150,480 

27,900

回 
139,500 

通所型サービス(多様

なサービスとして実

施) 

1,489回 5,361 5,362回 26,276 5,858回 28,061 

配食サービス事業 600回 270 600回 270 600回 270 

介護予防ケアマネジメ

ント事業 
453人 8,237 777人 24,996 736人 23,438 

一般介護

予防事業 

介護予防把握事業 0 人 0 530人 7,699 530人 7,699 

介護予防普及啓発事業 0 人 0 5,000人 8,017 5,000人 8,017 

計  139,662  311,126  291,802 

包
括
的
支
援
事
業 

介護予防ケアマネジメント事業 地域 

包括支援 

センター 

1 箇所 

47,369 

地域 

包括支援 

センター 

1 箇所 

47,642 

地域 

包括支援 

センター 

1 箇所 

47,922 総合相談支援事業、権利擁護事業 

包括的・継続的マネジメント事業 
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平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

人数・回

数・件数

/年 

費用 

[千円] 

人数・回

数・件数

/年 

費用 

[千円] 

人数・回

数・件数

/年 

費用 

[千円] 

 
 
 
 

任
意
事
業 

介護給付等費用適正化事業 4 回 1,429 4 回 1,429 4 回 1,429 

家族介護

支援事業 

家族介護教室 10回 300 10回 300 10回 300 

家族介護支援事業 
（介護用品の支給、家族介護

慰労事業） 

1,380件 7,250 1,375件 7,225 1,373件 7,215 

その他の

事業 

住宅改修支援事業 15件 30 15件 30 15件 30 

配食サービス事業 
35,315

回 
15,892 

35,315

回 
15,892 

35,315

回 
15,892 

ホームヘルパー派遣事業 990回 1,806 0 回 0 0 回 0 

ショートステイ事業 42 回 79 42 回 79 42 回 79 

小離島高齢者自立 

支援事業 
 5,040  5,040  5,040 

成年後見制度利用 

支援事業 
 336  336  336 

計  32,162  30,331  30,321 

合 計  253,607  389,099  370,045 
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■ 地域支援事業量・費用額の見込み ■ 

 

平成 32年度 平成 37年度 

人数・回数・

件数/年 

費用 

[千円] 

人数・回数・

件数/年 

費用 

[千円] 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業 

介 護 予

防・生活支

援サービ

ス事業 

訪問介護 20,592人 59,717 17,616人 51,087 

訪問型サービス(多様なサ

ービスとして実施) 
4,967 回 17,665 6,887 回 21,505 

通所介護 25,316回 126,580 22,400回 112,000 

通所型サービス(多様なサ

ービスとして実施) 
6,571 回 30,628 7,711 回 34,732 

配食サービス事業 600回 270 600回 270 

介護予防ケアマネジメ 

ント事業 
720人 22,670 720人 22,670 

一般介護

予防事業 

介護予防把握事業 500人 7,699 500人 7,699 

介護予防普及啓発事業 5,000 人 8,709 5,000 人 8,952 

計  273,938  258,915 

包
括
的
支
援
事
業 

介護予防ケアマネジメント事業 
地域 

包括支援 

センター 

1 箇所 

47,900 

地域 

包括支援 

センター 

1 箇所 

47,900 総合相談支援事業、権利擁護事業 

包括的・継続的マネジメント事業 

任
意
事
業 

介護給付等費用適正化事業 4 回 1,429 4 回 1,429 

家族介護

支援事業 

家族介護教室 10 回 300 10 回 300 

家族介護支援事業 
（介護用品の支給、家族介護慰労

事業） 

1,493 件 7,815 1,473 件 7,715 

その他の

事業 

住宅改修支援事業 15 件 30 15 件 30 

配食サービス事業 35,315回 15,892 
35,315 

回 
15,892 

ホームヘルパー派遣事業 0 回 0 0 回 0 

ショートステイ事業 42 回 79 42 回 79 

小離島高齢者自立支援事業  5,040  5,040 

成年後見制度利用支援事業  336  336 

計  30,921  30,821 

合 計  352,759  337,636 
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第４部 計画実現のための取り組み                              

 

第１章 介護予防や生活支援の充実                              

 
１．地域支援事業として実施するサービス 

 介護予防ボランティア等の人材育成研修や地域活動組織の育成・支援、住民主体

の通いの場等へのリハビリ専門職等の関与など、効果的な介護予防に資する事業を

積極的に展開し、地域における地域ミニデイサービス等の介護予防活動支援をする

とともに、サービス事業者との連携に努めます。 

 

（１）一般介護予防事業 

① 介護予防対象者把握事業・・・地域の実情に応じて収集した情報等（基本チ

ェックリストや地域からの情報提供）の活用により、閉じこもり等の何らか

の支援を要する者を把握し住民主体の介護予防活動へつなげていきます。 

 

② 介護予防普及啓発事業・・・概ね 65 歳以上の高齢者を対象に、老人クラブ

の会合等の場で、健康チェックや運動機能訓練に関する指導等を行っていま

す。転倒骨折予防や運動機能の向上等に関する教育内容を充実して開催して

いきます。また、元気な高齢者に対しても、パンフレット配布や講演会等の

開催により、転倒骨折予防をはじめとした介護予防に関する知識の普及啓発

に努めます。 
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○アE A 「たっしゃか体操教室」（温泉プールを活用した健康体操）・・・温水プー

ルを利用し、専門の研修を受けた指導者の基に健康体操を実施します。また、

この事業は、教室の開催場所が限定されるため高齢者が参加しやすいように市

内各地区からの送迎を行ないます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A○イE A各種健康教室の開催・・・市内で各種の健康体操を実施している指導者と連

携して、「３Ｂ体操教室」、「自彊術教室」等の健康づくりに資する教室を各地域

で定期的に実施します。 

 

A○ウE A男の料理教室・・・高齢者に限らず、男性の方々は調理の経験が少なく、一

人暮らしの自活や自宅において家族を介護する等に非常な困難が出てくる場合

があります。しかし、元気なうちから調理について講習を受けていただくこと

で、「やれば出来る」「意外と楽しい」「人の役に立つのがうれしい」等に気づく

介護予防教室 

健康教室 

健康・栄養指導 

料理教室 

温水プールの健康体操 

（たっしゃか体操教室） 

自彊術・３B 体操 

その他 
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ことが大切です。毎年度、調理の講習と実習の教室を定期的に開催し、男性の

方々の意識改革に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

A○エE Aその他の事業・・・各団体の自主的な活動の場を尊重しながら老人クラブの

定期的な会合及び市内各地の高齢者のサロン等と連携して、保健師の講話・栄

養士の栄養指導を実施します。また、理学療法士等の専門職の指導による転倒

骨折予防・認知症予防等についての体操教室を実施します。この際にパンフレ

ットの配付等で各種の介護予防及び健康づくりの知識の普及と啓発に努めます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

③ 地域介護予防活動支援事業 

     地域の自主的な介護予防活動を支援するため、介護予防に関するボランティ

ア等の人材養成のための研修や、介護予防に資する地域活動組織の育成・支援

等を行います。また、介護支援ボランティアを行った場合にポイントを付与す

る活動等について、検討を進めていきます。 

 

④ 地域リハビリテーション活動支援事業・・・地域における介護予防の取り組

みを機能強化するために、通所、訪問、地域ケア会議、住民主体の通いの場

等への理学療法士等の専門職等の関与を促進します。 
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訪問介護 

 
 

通所介護 

サービスの充実  

・多様なニーズに

対するサービスの

拡がりにより、在

宅生活の安心確保 

 

 
（２）介護予防・日常生活支援総合事業 

○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取り組み

ができる介護保険制度の地域支援事業へ移行します。 

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティア

など地域の多様な主体を活用して高齢者を支援し、高齢者も支え手側に回ることを推進

します。 

予防給付      地域支援事業  
（全国一律基準）                
 

            
 

                       
          
    
 

 介護予防・生活支援の充実 

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進  

・元気な時から切れ目ない介護予防の継続 

・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取り組み 

・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進 

 
 

既存の訪問介護事業所による身体介護・

生活支援の訪問介護 

NPO、民間事業者による掃除・洗濯等の 
生活支援サービス 

住民ボランティアによるゴミ出し等の生 
活支援サービス 

既存の通所介護事業所による機能訓練等

の通所介護 

NPO、民間事業者等によるミニデイサー

ビス 

サロン・住民主体の運動・交流の場 

リハビリ・栄養・口腔ケア等の専門職等関

与する教室 

費用の効率化 

・住民主体のサー

ビス利用の拡大 
・認定に至らない

高齢者の増加 
・重度化予防の推

進 
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  要支援者認定者の介護予防訪問介護・介護予防通所介護を介護予防給付から市が行う

地域支援事業に移行し、認定者以外の支援を必要とする方にも、多様な生活支援のニ

ーズに対応した支援ができるように、従来の介護予防訪問介護・介護予防通所介護に

加え、住民主体の支援等も含め、多様なサービス制度の対象として支援します。要支

援者に相当する者、基本チェックリスト等を用いて対象者を判断し地域包括支援セン

ターが必要なサービスにつなげます。住民主体の多様なサービスの充実を図り状態等

を踏まえながら、認定に至らない高齢者の増加や要支援状態からの自立の促進、重度

化予防に努めます。 

  多様なサービスの一つとして、現在、ボランティア養成講座修了者を中心に各地域

において、住民主体の運動・集まりの場「地域ミニデイサービス」を２０か所開設し

ています。今後は更なる地域ミニデイサービスの維持・拡充に努めるとともに、生活

支援活動を新たに地域で立ち上げることができるよう理学療法士等の専門職の参画の

もと、元気高齢者参加型の多様なサービスが実施できるよう努めます。 

 
 
（３）在宅での生活を支える事業（任意事業） 

在宅で要介護（要支援）認定者等を介護する家族の精神的・経済的負担を軽減する

ための事業を実施します。また、要介護認定において非該当と判定された高齢者等で、

基本的な生活習慣が欠如していたり、周囲との対人関係を作ることが難しいなどの社

会的適応が困難な方に対して、配食サービス事業（食による自立支援）、ホームヘル

パー事業、ショートステイ事業を実施し、日常生活に関する支援や指導を行っていま

す。高齢者の自立支援をより一層重視して実施していきます。また第５期計画に引続

き第６期計画でも、介護保険給付の地域間の格差を軽減するために、介護サービス事

業所の少ない離島地域の高齢者を支援する事業を実施します。 

 

① 「介護給付等費用適正化事業」・・介護給付費について、利用者にその費用を

通知することにより、介護保険の相互扶助の制度を理解してもらい、利用の都

度の保険料負担について周知することで、介護給付の過度の利用を抑制し、介

護給付費の適正化に努めます。 

 

②「家族介護教室」・・・要介護（要支援）認定者等を介護している家族や近隣の

援助者等を対象に、介護方法や介護者自身の健康づくり等に関する教室を開催

し、介護者の負担軽減に努めています。 
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③「紙おむつ支給事業」・・・在宅で紙おむつを使用し、介護を必要とする要介護

認定者の経済的負担の軽減と、要介護認定者の在宅生活の継続を支援するため、

要介護４または５の方に対して、毎月５，０００円を限度として紙おむつを支給

します。 

 

④「家族介護慰労金支給事業」・・・要介護認定者を介護している家族等の労をね

ぎらい、介護負担の軽減を図るため、過去半年間介護サービス（1 週間程度のシ

ョートステイの利用は除く。）を受けなかった要介護 4 または 5 の方を介護して

いる家族等に対して、慰労金を支給します。 

 

⑤「配食サービス事業」（食の自立支援）・・・高齢者の食の自立支援の観点から、

一人暮らし等の高齢者のみの世帯で食事の準備ができない方等に対して、栄養バ

ランスのとれた食事を訪問により提供し、併せて食事の提供の際に安否確認を行

います。今後も受給者の基準や配食提供事業者についても検討しながら、食の確

保がしやすい環境整備に努めます。 

 

⑥「住宅改修支援事業（理由書助成）」・・・要介護（要支援）認定者の在宅生活支

援の一環として、介護保険サービスの住宅改修費の支給申請に係る理由書作成の

助成金を支給します。 

 

⑦「生活管理指導短期宿泊事業」・・・要介護（要支援）認定を受けていない高齢

者等で日常生活習慣等の指導が必要な場合に、一時的に養護老人ホーム等に入所

していただき、生活習慣に関する支援・指導等を行います。 

 

⑧「生活管理指導員派遣事業」・・・要介護（要支援）認定を受けていない高齢者

等の家庭に対し、要介護状態への進行を予防することを目的としてホームヘルプ

サービスをする者（生活管理指導員）を派遣して日常生活に関する支援及び指導

を行い高齢者の生活の安定を図ります。 

 

⑨「小離島地区高齢者自立支援事業」・・・介護保険給付の地域間の格差を軽減す

る観点から、介護サービス事業所の少ない離島地域の高齢者を支援する事業とし

て、次の３つの事業を行います。 

ア) 離島の自宅で訪問介護等を受ける際の事業者の船賃を助成します。 

イ) 閉じこもり防止・認知予防等の介護予防を目的として離島内でのデイサー

62 
 



第４部 計画実現のための取り組み    
第１章 介護予防や生活支援の充実 

   
ビス事業を実施します。 

ウ) 離島内で一人暮らし等の高齢者のみの世帯で食事の準備ができない方等に

対して、栄養バランスのとれた食事を訪問により提供し、併せて食事の提

供の際に安否確認を行います。 

 

⑩「成年後見制度利用支援事業」・・・判断能力が不十分な認知症高齢者等に対し、

身寄りのない場合等に、市長申立てによる後見等開始の審判請求や成年後見費用

の助成を行う事業に取り組みます。 

 

２．保健サービスの充実 

(１) 健康診査 

国民健康保険及び後期高齢者医療の制度により、市民が自らの健康状態を把握し、

疾病の早期発見や生活習慣改善を図る機会として、40 歳以上の被保険者を対象に特

定健康診査を実施しています。 

40～７4 歳に対する特定健康診査は、糖尿病等の生活習慣病に着目し、メタボリ

ックシンドローム（内臓脂肪症候群）の予防を重視した特定健康診査を実施していま

す。この特定健診は平成２９年度までに６０％の受診率を目標としています。また、

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）該当者・予備群の割合を 25％減少す

ることを目標として、市民の健康維持と健康の向上を図って行きます。また受診率向

上のために町内会へ協力依頼する等、さらに受診勧奨の取り組みを強化します。 

五島市では高齢者の医療の確保に関する法律の中では努力義務となっている３０

～３９歳までの国民健康保険被保険者には、希望者全員に健康診査を実施しています。 

 

（２）保健指導 

特定健康診査において、健診の結果によりメタボリックシンドローム（内臓脂肪症

候群）該当者・予備群となった方々へ特定保健指導を実施しています。 

生活習慣の振り返りと改善の行動計画を個人ごとに定め、継続的に保健師等の指導

を繰り返すことで、各自の健康改善が図れるようにします。 

長崎県の場合、健康寿命は、男性 69 歳（全国４５位）、女性７３歳（全国３９位）

と短く、五島市の平均寿命も全国平均と比べると男性で２年、女性で６ヶ月ほど短い

状況となっています。 

また、男性では悪性新生物による年齢調整死亡が多く、女性では心疾患による死亡

が多いことやメタボリック症候群予備群・該当者の割合が多い等の健康課題がありま

す。早期発見・早期治療のために特定健康診査、がん検診の受診勧奨を行い、保健指

導を実施することにより、生活習慣病の発症予防・重症化予防に繋げていきます。 
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（３） 健康教育 

生活習慣病予防等の健康づくりに関する知識の普及啓発を図ることにより市民が

「自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、健康の保持増進に資する事を

目的として実施しています。 

健康教育は、高齢者も身近な地域で気軽に参加できるよう、地区公民館等を活用し、

生活習慣病予防を中心に健康体操等の実技を取り入れて実施しています。 

 
 
（４） 健康相談 

市民の様々な健康に関する相談に応じるため、「総合健康相談」（生活習慣病予防

相談）や介護家族者に対する健康相談を実施しています。 

特に高齢者のうつ病等の心の健康に関する相談、認知症の相談にも取り組んでいき

ます。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
（５） 訪問指導 

40～64 歳を対象とした訪問指導は、療養上の保健指導が必要であると認められ

た者及びその家族等に対し、必要な指導を行い、心身機能の低下の防止と健康の保持

増進を図る事を目的とし実施しています。65 歳以上の高齢者に対しては、基本チェ

ックリストを活用し、閉じこもり、認知症、うつ傾向等のおそれがある高齢者やその

他の訪問による支援・指導が必要な高齢者を、保健師等が訪問し、必要な相談・指導・

支援等を行います。
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３．健康づくりの支援 

 

(１) 生涯を通じた健康づくりの推進 

高齢者に限らず、すべての市民の生涯を通じた健康づくりを支援するため、健康増

進計画を推進します。 

市民一人ひとりが健康を維持するために、各個人の継続的な活動としてのスポーツ

を支援するために体育協会及び各種競技団体と連携して、高齢者の競技大会を開催し、

自分にあった運動を持続するための目標づくりを支援します。 

高齢者の運動器疾患が急増したことにより、日本整形外科学会は２００７年より、

介護が必要になる危険の高い状態を示す言葉として、ロコモティブシンドロームを提

案しています。身体活動・運動の重要性が明らかになっていることから、多くの人が

無理なく日常生活の中で運動を実施できる方法の提供や環境をつくることを目指し

ています 

 

＊ロコモティブシンドローム（運動器症候群） 

     運動器の障がいのために自立度が低下し介護が必要となる可能性が高い状態

をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 健康づくりに関する人材の育成・支援 

地域に根付いた健康づくり活動を推進するためには、市民が地域の中で自主的に健

康づくり活動に取り組むことを支援する団体の育成を図ることが大切です。 

市民の健康の保持及び増進を図るため「健康推進員」を配置しています。この他、  

市内全地域で「食生活改善推進員」による「食」を通じた健康づくり活動が推進され

ており、今後もこれらの関係団体に対し、健康づくりに関する学習会の開催や日常生

活に関する相談、人材確保等の支援を行うことで、市民が自主的に健康づくりに取り

組むことにつながることを目指しています。 
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第２章 高齢者を地域で支える環境づくり                            

 
１． 地域包括ケアシステムの構築 

市は、誰もが住み慣れた地域でお互いが支えあい、自立し安心して住めるまちづ

くりを目指し「医療」、「予防」、「介護」、「住まい」、「生活支援」の５つのサービス

を一体的に提供して、支援が必要な高齢者の住み慣れた地域における生活を支援す

る地域包括ケアシステムの構築を目指します。  

要介護高齢者や支援を必要とする方を地域で支えていくために、事業所等と協働

して、生活の基盤となるその人にあった多様な住まいを確保するとともに、切れ目

なく医療、介護、予防、福祉・生活支援のサービスが提供される体制づくりを推進

します。地域課題の解決に向けて、ボランティア等により提供される住民主体の支

援を創出するなど、政策形成にも結び付けていく地域ケア会議の仕組みを構築しま

す。 

さらに高齢者等の日常生活の支援や地域とのつながりづくりに、元気な高齢者を

はじめ地域住民が支える側として参加できる環境を整備するとともに、介護予防の

取り組みを住民や事業者等と協働・推進し、地域社会で包括・継続的に支援する地

域包括ケアシステムの構築を目指します。 
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（１） 地域包括支援センターを中心とした地域包括ケアシステム構築の推

進 

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムの中核機関としての役割を担って

おり、高齢者の心身の健康の維持、保健・福祉・医療の向上、生活の安定のための必

要な援助や支援を包括的・継続的に実施しています。 

地域包括支援センターの体制は、保健師・社会福祉士・主任ケアマネジャーの 3

職種を中心として、介護予防ケアマネジメント、総合相談支援事業、権利擁護事業、

包括的・継続的マネジメント事業を実施していますが、今後ますます高齢者のニーズ

が多様化していく中で、さらに体制の充実強化に努めるとともに、３職種がチームで

活動し、地域ケア会議等を開催する中で、地域住民とともに、地域のネットワークの

構築や社会資源の発掘等を行い、地域包括ケアシステムが構築できるように取り組ん

でいきます。 

また、本市では、5か所の支所を地域包括支援センターのサブセンターと位置づけ、

さらに、市内１０か所の在宅介護支援センターをブランチとして活用することで、支

援を必要とする誰もが気軽に相談できる地区の相談窓口となり、各種事業の円滑実施

できる体制づくりに努めます。 

■ 地域包括支援センターで実施する事業概要 ■ 

事   業 
実 施 内 容 

（包括的支援事業） 

① 介護予防ケアマネジメント事業 

・地域支援事業における介護予防事業のマネジメ

ント 

・予防給付のマネジメント 

② 総合相談支援事業 

・高齢者や家族に対する総合的な相談・支援（介

護保険外サービス含む） 

・地域におけるネットワークの構築 

③ 権利擁護事業  

・被保険者に対する虐待防止・早期発見等の権利

擁護事業 

・成年後見制度利用支援事業 

④ 包括的・継続的ケアマネジメント事業 

・包括的・継続的マネジメント事業 

・支援困難ケースへの対応など介護支援専門員

（ケアマネジャー）支援 

⑤ 地域ケア会議の充実 
・地域ケア会議開催 

・地域ケア会議推進会議の開催 
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■ 五島市の地域包括支援センターの体制（イメージ） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 主任ケアマネジャー

保健師

社会福祉士

主任ケアマネジャー
保健師

社会福祉士

地域包括支援センター 

【市直営１か所】 

地域包括支援センター 
運営協議会 

・中立性の確保 
・センターの運営方針の協議 

市役所支所 

【5か所】 
（地域包括支

援センター

のサブセン

ター） 

 

 

 

 

 

 
 市民 

（被保険者・家族等） 

報告・ 

相談 

指示・ 

支援 

相
談 

支
援 

支援 

支援 

在宅介護 

支援センター 

【10か所】 

（地域の相談窓口） 

 

 

 

 

 

 
 

報告・ 

相談 

指示・ 

支援 

連携 

相
談 

支
援 

支
援 

相
談 

マネジメント 
・アセスメントの実施 
  ↓ 
・プランの策定 
  ↓ 
・サービスの選択 

・サービスの実施 
  ↓  

主治医 

マネジメント 

・基本チェックリスト 

  ↓ 
 

  ↓ 

・再アセスメントの実施 

予
防
給
付
・
介
護
予
防
事
業 

介護予防マネジメント  

支援 
支援 

・日常的個別指導・相談 
・支援困難事例等への指導・助言 
・地域でのケアマネジャーのネットワークの構築 
多職種協働・連携の実現 

ケアチーム 

ケアマネジャー 主治医 

連携 

支援 

・日常的個別指導・相談 
・支援困難事例等への指導・助言 
・地域でのケアマネジャーのネットワークの構築 
多職種協働・連携の実現 

ケアチーム 

ケアマネジャー 主治医 

連携 

支援 
ケアチーム 

ケアマネジャー 主治医 

連携 

支援 

長
期
継
続
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

包括的・継続的マネジメントの支援 

地域ケア会議の開催 
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① 介護予防ケアマネジメント事業 

要支援状態になるおそれがある方で介護予防・日常生活支援総合事業が必要と判断

された方や、要支援認定者（要支援 1・2）に対し介護予防サービスが、必要と地域

包括支援センターが判断した方について、その状態や置かれている環境等に応じて、

本人が自立した生活を送ることができるようにケアプランを作成します。介護予防の

効果をあげるためには、対象者を的確に把握し、本人の自立支援につながる適切なサ

ービスを提供していくことが必要です。 

このため、地域包括支援センターにおいて、地域支援事業（介護予防・日常生活支

援総合事業）と予防給付のケアマネジメント、及び事業実施後の評価を行い、これら

の事業が介護予防として適切な効果を挙げることができるよう努めます。 

なお、予防給付のケアマネジメントについては、居宅介護支援事業所に一部委託し

て実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②総合相談支援事業 

各支所や在宅介護支援センターと連携して、高齢者やその家族からの保健・医療・

福祉等に関する様々な相談事に対応し、必要なサービスへのつなぎなどを行います。 

また、相談事業を円滑に実施するため、行政の保健・福祉・医療等の関係課との連

携はもとより、地域の関係機関・団体等との連携強化を図ります。 

 

③権利擁護事業 

高齢者の権利擁護に関する相談機関（各支所や在宅介護支援センター、社会福祉協

議会等）と連携しながら、認知症高齢者等からの権利擁護に関する相談に対応します。

また、権利擁護の制度に関する普及啓発や高齢者の虐待防止に向けた取り組みを総合

的に実施します。 
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④ 包括的・継続的マネジメント事業 

地域包括支援センターを中心に、支援を必要とする高齢者がその要望に応じて、在

宅生活が継続できるよう、地域の保健・医療・福祉分野の関係者が連携・協働し、包

括的・継続的マネジメント支援を推進します。 

また介護保険制度の要である介護支援専門員（ケアマネジャー）を支援するため、

介護サービス計画（ケアプラン）作成等に関する日常的な相談・指導や、対応が難し

い事例に対する支援・指導を行います。 

あわせて、介護支援専門員同士の連携や、介護支援専門員と地域の関係団体等との

連携などのネットワークづくりに取り組みます。 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域ケア会議の開催 

 個別ケースを主とした地域ケア会議を開催し、理学療法士等の専門職が参加することで、

介護支援専門員（ケアマネージャー）のケアマネジメントの質の向上を図るとともに、地域

課題を把握し、多職種協働で高齢者個人に対する支援の充実と課題解決に取り組む地域づく

りを推進します。 

 また、その地域ケア会議で把握した課題を政策形成に結び付け、支援の充実や新た

な施策を創出できる施策機能を持つ市町村レベルの地域ケア会議を開催し、住みやす

い地域づくりを目指します。 
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（２）地域での見守り体制の強化 

高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活を送るためには、行政の保健福祉

サービスだけでなく、身近な地域住民やボランティア等によって、日常的に見守りや

支援が行われることが大切です。 

離島である本市は、一人暮らしや夫婦のみの高齢者世帯の割合が極めて高く、地域

と連携して高齢者を見守る体制をつくることは、非常に重要です。 

全国的には地域社会の連帯意識の希薄化が指摘されていますが、本市は、他の地域

に比べて、住民間の連携や助け合いの意識が根強く残っている地域です。 

地域における高齢者の見守り活動として、日頃より高齢者の見守り活動を実施して

いる民生委員、老人クラブ、新聞販売店など３３の機関と連絡会を開催することによ

り、情報の共有や情報交換することで、各団体の見守り活動の中で連絡・連携を図り

ながら見守り活動が行われています。また、一人暮らし高齢者等を対象とした地域で

の見守りや閉じこもり対策として、地域ミニデイサービスや社会福祉協議会による

「いきいきサロン」が各地区で開催されており、閉じこもり予防・介護予防という視

点からの地域活動も各地区で活発に行われています。 

今後も、これらの各種団体が行う個々の活動の支援や連携を図ることで、地域での

自主的な高齢者見守り活動の拡充を図るとともに、地域包括支援センターを中心に、

各種団体間のネットワークづくりや地域住民の支えあいの意識づくりに取り組み、高

齢者を支える地域づくりを推進します。 

【主な関係機関】 

◆ 社会福祉協議会・・・地域における福祉問題を把握し、その解決に向けた取り組みを進

める地域福祉の中心的組織です。福祉分野においても、地域における高齢者の見守りや

相談・支援体制づくりの中核として、さらなる機能充実が期待されています。今後、一

層の連携強化及び支援に努め、小地域ネットワーク活動やいきいきサロン活動等の拡充

を促進していきます。 

 

◆ 民生委員・主任児童委員・・・民生委員法に基づき、厚生労働大臣から委嘱を受け、社会

福祉の増進に努めることを任務として、高齢者等の支援を必要とする住民への相談・援

助を行う民間の奉仕者です。平成 2６年 12 月現在、170 名が活動しており、高齢者に

対する相談・援助活動や、社会福祉協議会が実施する小地域ネットワーク活動への参加

等を行っています。今後も、地域の生活者として住民の立場にたった相談・援助活動を

実施していただけるよう、活動支援に努めます。 

 

◆ 五島市高齢者見守りネットワーク連絡会・・・平成２５年７月、日頃より高齢者の見守

り支援を行っている行政・関係団体・見守り協力事業所の連絡会を設置。参加機関は、

社会福祉協議会・民生委員・老人クラブ連合会・町内会・在宅介護支援センター・居宅

介護支援事業者連絡協議会・警察署・消防署・保健所・司法書士事務所・見守り協力事

業所（ヤクルト・新聞販売店・九州電力）・支所を含む行政で構成しています。 
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２．介護と医療の連携強化 

地域包括ケアシステムの構築にあたっては、医療機関や訪問看護等の在宅医療の充

実とともに、介護と医療の連携強化が重要な課題となります。医療との連携を推進す

るために、退院時の連携の方法や取り組み等について、今後検討・協議するとともに、

地域ケア会議を開催し、かかりつけ医等の医療関係者とケアマネジャー等の介護関係

者の顔が見える関係づくりと情報の共有を図り、ネットワークづくりを促進します。 
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３． 認知症高齢者への支援 

（１） 認知症に関する普及啓発と理解促進 

認知症高齢者対策は、高齢者保健福祉における重要課題の一つであり、認知症高齢

者が尊厳を保ちながら穏やかに暮らすことができ、家族も安心して社会生活を営むこ

とができるようにするためには、市民が認知症について正しく理解し、地域全体で認

知症高齢者を暖かく見守り、支えていくことが必要です。 

認知症高齢者が環境の変化に適応することが困難なことに配慮し、生活の継続性を

第一に考え、地域の関係者が連携し、早期発見・早期治療・早期対応に重点を置いて、

認知症高齢者や家族に対し支援を行っていくと共に、権利擁護の推進に努めます。 

近年、認知症への市民の理解や関心は徐々に高まってきています。認知症を医療、

介護や福祉に携わる人だけでなく、市民が広く理解することが、認知症高齢者や家族

を支えることにつながっていきます。そのため、認知症に関する正しい知識の普及啓

発と理解を広げるとともに、地域ぐるみの見守り体制の構築を目指します。 

 

（２） 認知症予防の推進 

認知症の原因の半数以上はアルツハイマー型認知症であり、３割が脳血管性認知症

と言われています。アルツハイマー型認知症の予防方法は確立されておりませんが、

約３割を占める脳血管疾患の認知症の場合、高血圧や高脂血症、肥満などの生活習慣

病を予防することで認知症の発症を抑えることが可能です。 

認知症の予防及び認知症につながりやすい閉じこもりや意欲低下を防止する観点

から、地域ミニデイサービスや介護予防事業など、実施しているさまざまな生きがい

活動への参加を促し、認知症予防活動を推進します。 
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（３） 認知症ケアの推進 

認知症高齢者にとっては早期発見と初期段階からの適切なケアが必要であること

から、地域包括支援センターを核として、専門医療機関との連携を図り、認知症の早

期発見と適切なケアマネジメントの推進を図ります。 

認知症高齢者の増加が予測される中、環境の変化により症状が悪化しやすい認知症

高齢者が、住み慣れた自宅や地域で生活し続けられるよう、「認知症対応型共同生活

介護（認知症高齢者グループホーム）」の認知症ケアに関する地域密着型サービスの

整備やサービスの質の確保・向上に努めています。今後も引き続きサービス事業者に

対して、指導監督を行い、認知症高齢者が安心して生活できるよう支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●認知症サポーターの育成 

認知症に関する正しい知識と理解を若年層から持てるように学童向けの認知症サ

ポーター養成講座の開催を働きかけ、認知症高齢者を身近に感じて、地域や職場で認

知症高齢者やその家族に対し地域で見守る体制づくりを推進します。できる範囲での

手助けができる認知症サポーターを養成するとともに、認知症になっても安心して暮

らせるように、各関係機関との連携を図り、ネットワークづくりを進めます。 

 

           

  実績 見込み 

  
平成   

２０年度 

平成   

２１年度 

平成   

２２年度 

平成   

２３年度 

平成   

２４年度 

平成   

２５年度 

平成   

２６年度 

平成   

２７年度 

平成   

２８年度 

平成   

２９年  

開催回数 9 回 5 回 3 回 ２回 ８回 ７回 １１回 １２回 １２回 １２回 

認知症サポ

ーター数 
１９７人 ７３人 ６７人 ７３人 １２０人 ２０４人 ４１１人 ２８５人 ２８５人 ２８５人 

認知症サポ

ーター累計

数 

197 人 ２７０人 ３３７人 ４１０人 ５３０人 ７３４人 １,１４５人 １,４３０人 
１,７１５

人 

２,００

人 
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（４）認知症高齢者の権利擁護 

  認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力が不十分な高齢者の方は、

財産管理、身の回りの世話のための介護サービス契約などで、自分自身ではこれらの

ことが難しくなり、不利益を被る場合があります。 

このような判断能力の不十分な方々を支援する制度として成年後見制度を始め、各

種の権利擁護のための支援制度について、積極的普及・利用促進に努めます。 

  また、保健・医療・福祉をはじめ警察、消費者生活センター等の関係機関と連携し、

高齢者虐待の早期発見から対応・問題解決までの虐待防止対策の推進並びに地域住民

への啓発活動を行っていきます。 

 

●日常生活自立支援事業 

認知症、知的障がい、精神障がい等により判断能力が不十分な方々の自立した生活

を支援するため、社会福祉協議会が福祉サービス利用援助や金銭管理などの援助を行

う事業です。 

 

●成年後見制度利用支援事業 

すでに判断能力が不十分になっている方に代わり、法律に基づいて代理人となる方

を決める制度として成年後見人制度があり、市町村長が本人に代わって家庭裁判所へ

後見等の開始を申し立て、後見人を選定してもらいます。 

この申し立てに要する費用や後見が開始されてからの後見人への報酬の支払いに

ついて、経済的理由により困難な場合にその費用の全部又は一部を助成する事業です。 

 

 

４ 生活支援サービスの基盤整備 

高齢者が必要に応じて、適切なサービスができるよう、高齢者福祉の各種サービス

の情報提供を推進するとともに、サービス利用に結びつける相談体制の整備を図るた

め、地域のニーズと地域資源のマッチングを行う生活支援コーディネーター（地域支

え合い推進員）を配置します。 

また、多様な主体による多様なサービスの提供体制を構築し、高齢者を支える地域

の支え合いの体制づくりを提供していくために、協議体を設置し、高齢者のニーズと

ボランティア等の地域資源とのマッチングを行い、多様な主体におる生活支援を拡充

していきます。 
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第３章 生きがいづくり、社会参加の支援                  

１．生きがいづくりの推進 

(１) 老人クラブの育成・世代間交流 

誰もが社会とのかかわりを持ち続け、生き生きと生活していくためには、高齢者自

らが、それまで培ってきた知識や経験・技能等を活かして、地域社会の中で積極的な

役割を果たしていくことが大切です。 

五島市における老人クラブは、平成２６年 4 月現在、９８クラブに４，６７５人

が加入していますが、加入率は年々低下しており、団塊の世代等の新規会員の加入促

進が大きな課題となっています。全国老人クラブ連合会が平成２６年度から５か年計

画で取り組む「老人クラブ『１００万人会員増強運動』」の実施に合わせ、五島市老

人クラブ連合会が中心となり行う会員増強運動等を推進していきます。 

老人クラブの活動は生きがいのほか、地域の福祉力向上を図る上でも大切な資源と

なります。地域に根ざした近隣の高齢者同士の交流の場であり、参加している高齢者

自身の生きがいづくりや介護予防としての役割はもとより、「友愛訪問」等による高

齢者同士の支えあい、豊かな経験を生かし、子どもとの交流による世代間交流と子育

て支援など重要な役割をはたしています。 

今後も、高齢者の生きがいづくり・社会参加の中心的な団体として、クラブ活動が

活性化されるよう、魅力あるクラブづくりや参加促進等の活動支援に努めます。 
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(２) スポーツや文化活動等の推進 

高齢者となっても気軽にスポーツ活動を楽しむことで、生きがいのほか、健康の保

持増進・体力の維持なども図られます。本市では高齢者がスポーツやレクリエーショ

ン活動を楽しめるよう、高齢者を対象としたスポーツ大会の開催や開催支援に努めて

います。ゲートボール、グラウンドゴルフ及びペタンクでは自主的な競技者団体が発

足しており、高齢者が好みや能力に応じて気軽に楽しめその活動は活性化しています。 

高齢者がスポーツを通じて世代間交流できるよう、生涯学習担当課（教育委員会）

との連携を取りながらスポーツフェスティバル等の全市民を対象としたスポーツ大

会等への高齢者の参加促進に努めます。 

 

 

                         

 

 

 

                           

 

 

■ 高齢者のスポーツ・レクリエーション関連事業 ■ 

事業名 内容 

五島市ねんりんピック大会 

県のねんりんピック予選会を兼ねて実施する競技ス

ポーツを中心とした大会（グラウンドゴルフ、ゲート

ボール、ペタンクなど）。 

老人クラブ健康づくり事業 

グラウンドゴルフやペタンク等のスポーツ大会の開

催やニュースポーツの普及啓発、スポーツを通じた世

代間交流等により、高齢者の健康づくりを図る。 

介護予防活動振興事業 

（まーだぎばっぞ大会） 

高齢者に馴染みのある競技でスポーツ大会を開催し、

要介護状態となることを防ぐことを目的とした大会。 
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(３) 趣味や学習活動の推進 

老人クラブで実施される健康づくり等、各種講座（グループ活動）等の支援に努め

ます。 

これまで創作活動をとおした高齢者の生きがいづくりと福祉の増進を図りながら、

高齢者が相互にふれあうことができ、趣味や生きがいを持つことのできる大切な場で

あることから、陶芸館の利用促進に努め運営してきましたが、平成２６年１２月に策

定された「第３次行政改革大綱」に基づき、行政改革を図っていくうえで、今後、施

設の利用状況並びに高齢者福祉施設の必要度を勘案しながら、譲渡、休止又は廃止の

方向で検討を行います。 

 

(４) 高齢者の就労支援（シルバー人材センター） 

「シルバー人材センター」は、高齢者の生きがいづくりや健康づくりの一環として

高齢者の就労を支援する公益団体であります。高齢化社会が急速に進む中、活力ある

社会を維持していくためには高齢者を介護するだけの社会ではなく、高齢者が生き生

きと働ける社会を作っていくことが益々重要となってきており、「自主・自立」「共

働・共助」の基本理念を積極的に推進し、地域の多様なニーズに対応できるよう、高

齢者の豊富な技術や経験・能力を活かして、生きがいを感じながら地域社会に貢献す

る活動を鋭意努力しています。地域高齢者のニーズに応じた生活支援のワンコインサ

ービスなどの新たなメニューを社会資源として活用できるように支援し、シルバー人

材センターと連携して、会員増や就業機会の確保、高齢者の就業と社会参加の普及啓

発に努めます。 

■ 五島市シルバー人材センターの状況 ■ 

項目 平成２５年度決算 

会員数   （人） １７３ 

就業実人員 （人） １６５ 

就業延べ人員（人） １７，８２８ 

受注件数  （件） １，９１９ 

受注契約額 （円） ６０，８８４，３４９ 
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２．生きがいづくりや介護予防の拠点づくり 

(１) 老人福祉センター 

老人福祉センターは、地域の高齢者に対して各種の相談に応じたり、健康の増進、

教養の向上やレクリエーションのための便宜などを提供する施設であり、本市には

「総合福祉保健センター」内の「老人福祉センター」と富江地区の２か所開設してい

ます。 

カラオケ等の各種講座の開催を推進し、高齢者の生きがいづくりや介護予防活動の

拠点として振興を図ります。 

 

(２) その他の地域施設の活用 

高齢者が身近な地域の中で、生きがいづくりや地域ミニデイサービス等の介護予防

活動に取り組めるよう、「老人福祉センター」はもとより、地域の公民館・集会所等

の施設等の有効活用に努めます。 

社会福祉協議会の推進する「いきいきサロン」の活動への協力と支援を行い、また、

地域に暮らす高齢者の豊かな経験を生かし、各地域の子どもとの世代間交流活動等で

の公共施設の利用を推進します。 

 

 

３． 高齢者が住みやすいまちづくり 

高齢者や障害者等を含むすべての市民が生活しやすい環境づくりを図るため、『長

崎県福祉のまちづくり条例』に基づき、※バリアフリー化や ※ユニバーサルデザイン

の視点を踏まえた整備を推進するために、民間施設や公共交通機関に対しても、バリ

アフリー化推進等への理解協力を求めていきます。 

また、高齢者等の実態把握に努めて、災害弱者に対する支援のための地域住民や関

係機関・団体との連携体制の構築を図ります。 

 

※バ リ ア フ リ ー・・・高齢者や障害者等が活動する上でのバリア（障へき）をなくすと

いう意味。ここでは、建物内の段差を無くしたり、出入口や廊下の

幅員を広げるなど、障害者や高齢者などが生活しやすい環境をつく

るために、支障となる物理的なバリア（障へき）を取り除くことを

意味する。 

 

※ユニバーサルデザイン・・・バリア（障へき）を除去するというバリアフリーの考え方に対し

て、あらかじめ障害の有無や年齢、性別、人種等にかかわらず様々

な人々が利用しやすいように都市や生活環境をデザインするとい

う考え方。 
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第４章 介護保険対象外の高齢者福祉サービス              

1. 生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター） 

概ね６０歳以上の一人暮らしの方、夫婦のみの世帯に属する方、又は家族の援助を

受けることが困難な方であって、独立して生活することに不安のある方を対象とする

施設です。また、ある程度自立して生活できる方が対象となります。 

指定管理方式による社会福祉法人の運営の下、平成２６年４月 1 日現在、市内 3

か所（定員 46 人）の施設に３１人が入居しています。 

高齢化の進行とともに、一人暮らし等の生活に不安をかかえる高齢者の増加が見込

まれることから、高齢者に対して安心して生活できる住まいを提供するため、引き続

き指定管理者と連携を図り、施設の健全な管理運営と入所者への快適な住空間の提供

に努めて参ります。 

【市内の生活支援ハウスの状況】（平成２６年４月 1 日現在） 

名称 定員（人） 実利用者数（人） 

岐宿生活支援ハウス ふれあいの里 13 11 

奈留高齢者生活福祉センター 

やすらぎ荘 
13 13 

三井楽生活支援ハウス 白砂 20 7 

計 46 31 

 

岐宿生活支援ハウス ふれあいの里  
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2. 養護老人ホーム 

身体上・精神上・環境上の問題があり、かつ経済的な理由により在宅での生活が困

難な高齢者が入所する施設であり、平成２６年１２月３１日現在、２施設（定員 100

人）に９８人が入所しています。 

介護保険制度の改正に対応して、養護老人ホームでは、指定訪問介護事業及び指定

介護予防訪問介護事業を開始しています。 

 

【市内の養護老人ホームの状況】平成２6 年１２月３１日現在 

名称 定員（人） 実利用者数（人） 

養護老人ホーム 松寿園 ５０ ４９ 

養護老人ホーム たちばな荘 ５０ ４９ 

計 １００ ９８ 

 

 

3. 老人生きがい対応型デイサービス事業  

要介護（要支援）認定を受けていない高齢者の中で、日常生活に支援が必要で、か

つ閉じこもりがちな方々に対して、日常生活の動作訓練や生きがい活動等の各種サー

ビスを提供する通所型の事業であります。 

高齢者の生きがいづくりと介護予防を図るため、介護保険事業以外の福祉サービス

として、今後は順次、介護予防・日常生活支援総合事業に移行していきます。 

 

 

4. 高齢者等緊急通報事業     

在宅で一人暮らしの高齢者の急病・災害等の緊急時におけるシルバーホンを利用し

た緊急通報事業を実施します。 
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第５章 介護保険事業の円滑な実施を確保するための方策         

 

１．介護保険事業の適正化のための取り組み 

（１）サービス供給基盤の確保 

介護保険制度は、１４年が経過し、サービスの提供基盤は整備され、サービス利用

者は着実に増加するなど、高齢期を支える制度として定着しています。 

居宅介護事業においては、要介護（要支援）者数のサービス利用に十分対応できて

おり、今後は事業所に対して、サービスについての情報交換等を緊密に行い、事業者

が適正な事業展開をはかるため支援、助言に努めます。 

本市では、在宅介護重視の基本的な考え方を維持しつつ、施設入所待機者、保険給

付費、施設整備の進捗などの状況や県の施設整備の考え方、介護サービス事業者等か

らの意見、高齢者アンケート調査の結果を勘案して検討を行いました。 

結果として、本市の介護保険施設及び居住系サービスについては、十分な居室数が

確保されていることから、新規参入については、第５期計画に引き続き第６期計画に

おいても抑制していくこととします。 

一方で、小離島地区におけるサービス供給基盤の確保については、人口減少や事業

の不採算性等から今後ますます困難となっていくことが見込まれます。 

このため、指定居宅サービスや基準該当サービスの確保が困難な場合は、一定の質

を持つことを条件として、人員基準・設備運営基準を緩和した「離島等における相当

サービス」を活用し、保険給付の対象としていきます。 

 

（２）市が設置している老人福祉施設等における運営体制の見直し 

   介護保険制度発足以降、五島市のサービスの提供基盤は整備が進み、介護施設等

の充足率は県内の類似自治体と比較するとかなり充足していることや制度改正等に

よる介護保険を取り巻く環境の変化等から、市が設置している老人福祉施設等につ

いて、現状の運営体制を見直す必要性が高くなってきています。 

このような状況の中、行政改革を進めていくうえでの指針となる「第３次行政改革

大綱」が平成２６年１２月に策定されました。 

本市が保有する施設等については、この「第３次行政改革大綱」に基づき実施する

具体的な取り組み項目をまとめた行政改革実施計画により行政改革の推進を図って

いくこととなります。 

老人福祉施設等の見直しにあたっては、廃止や民間移譲も含め、類似施設への転用、

介護予防・日常生活支援総合事業における活用など、地域利用者の意向も踏まえ、ま

た、将来を見据えながら幅広く検討し、行政改革実施計画に基づいて実施していきま

す。 
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【市が設置している老人福祉施設等】 

名  称 定員 

デイサービスセンター椛島 １５名 

岐宿デイサービスセンター ２０名 

奈留デイサービスセンター ３０名 

グループホームさざなみ ９名 

岐宿生活支援ハウスふれあいの里 １３名 

奈留高齢者生活福祉センターやすらぎ荘 １３名 

三井楽生活支援ハウス白砂 ２０名 

 

 

（３）サービスの質の確保 

介護保険法施行後、介護サービスの受給者や介護サービス事業所は、年々増加し、

介護サービスの利用は急速に拡大してきました。 

こうした「量的な拡大」の中で、サービスの質に対する要望が高まっており、その

確保が今日の課題となっています。 

また、介護職員による痰吸引など、介護職員に対する期待が高まっており、より一

層、介護保険給付の適正化が求められています。 

このため、介護サービスが必要な方に、有効で効率的なサービスが提供されるよう、

積極的な情報提供や提供されるサービスの評価、人材の育成・確保、事業者指導など、

サービスの質の向上にかかる仕組みを十分に機能させていきます。 

さらに、継続的に質の高い介護サービスを提供してもらうよう、事業者に対する支

援を行うとともに、法令等に基づいた助言や指導を行います。 
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■ 市内の居宅サービス事業者数 ■（単位：事業所） 

※各年 12 月現在 

 

■ 市内の介護保険施設及び居住系サービス事業者の状況 ■ 

※認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）の施設数は、ユニット数。 

※各年 12 月現在 

サービスの種別 
事業所数 

平成 20 年 平成 23 年 平成 26 年度 

居宅介護支援 ２７ ２４ ２６ 

訪問介護 ２３ ２１ ２５ 

訪問入浴介護  ３  １ １ 

訪問看護 ４１ ４１ ３９ 

訪問リハビリテーション ３２ ３２ ３０ 

通所介護 ２５ ３０ ３４ 

通所リハビリテーション  ３  ３ ３ 

居宅療養管理指導 ４８ ４０ ５８ 

短期入所生活介護  ８  ８ １０ 

短期入所療養介護  ３  ３ ３ 

施設の種別 
施設数（定員） 

平成２０年 平成２３年 平成２６年 

介護老人福祉施設 ７ （３４６）    ７ （３４６）    ７ （３４６）   

介護老人保健施設 ３ （２００）    ３ （２００）    ３ （２００）   

介護療養型医療施設 ０ （  ０）    ０ （  ０）    ０ （  ０）   

認知症対応型共同生活介護 ３４ （３０３）   ３４ （３０３）   ３４ （３０３）   

特定施設入居者生活介護  

（介護専用型以外） 
２ （１００）    ２ （１００）    ２ （１００）   
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（４）公正な要介護認定の実施 

   要介護認定は、認定調査員の家庭訪問による調査票と主治医の意見書により認定

審査会で審査・判定するものです。 

   認定調査員や認定審査会の委員には、厳正かつ客観的な判断が要求され、一人ひ

とりの偏りのない判断能力が求められます。 

   このため、県等と連携して、認定調査員や認定審査会の委員に対する研修等を行

い、資質の向上と、調査・審査の平準化を図っております。 

 

（５）介護保険制度に関する相談・苦情対応 

介護保険制度に関する相談・苦情に対しては、地域包括支援センターをはじめ、市

役所・支所等の行政窓口や在宅介護支援センターで適切に対応するとともに、地域包

括支援センターを中心に、各相談窓口の連携体制を確立し、相談内容に迅速かつ的確

に対応できる体制づくりに努めます。 

また、地域包括支援センターや行政窓口等での対応が困難な事例については、各関

係機関と連携して迅速な解決に努めます。 

なお、苦情や相談には、要望や課題が多く含まれており、それが改善につながるこ

ともあるので、要望や課題の分析を行い、サービス質の向上に努めていきます。 

さらに、介護保険制度上、サービス事業者に苦情対応窓口の設置が義務付けられて

いることから、サービス事業者に対し利用者からの苦情に適切に対応できる体制づく

りを要請していきます。 

 

（６）低所得者等への配慮 

①介護保険料 

 保険料負担段階設定については、第６期から細分化された標準の９段階設定を基

に設定するものとし、その保険料率は負担能力に応じた割合とすることで弾力化を

図ります。 

 

②サービス利用料 

サービス利用者の負担軽減としては、高額介護サービス、特定入所者介護サービ

ス等がありますが、このほかにも、社会福祉法人によるサービス利用料の軽減制度

の積極的活用を促進していきます。 

   

  ③障害者控除対象者認定 

   障害者手帳の交付を受けていない場合でも、６５歳以上の方で障害者に準ずる者

として市の認定を受けると、税法上の障害者控除の対象となります。このため、制

度の広報及び対象者への申請勧奨を継続して実施していきます。 
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（７）介護保険料抑制に向けた取り組み 

本市の介護保険料は、第５期計画期間においても、依然として全国でも上位にあ

り、介護保険料の抑制を図ることは、介護保険制度を維持していくうえで、最も重

要な課題の一つとなっています。 

特に、介護予防事業については、高齢者の自立支援とあわせて、介護保険料の抑

制という観点も重視しながら、高齢者ができる限り要介護（要支援）状態にならず

に生活できるよう、様々な取り組みを進めていきます。 

 

（８）介護保険給付の適正化に向けた取り組み 

介護保険制度の充実に伴い、介護費用は増加し続け、被保険者、サービス利用者

の負担も増加しています。このような中で、サービスの質の向上とともに費用の適

正化への期待も高くなっています。本市では、第５期計画に引き続き第６期計画に

おいても、「介護給付費適正化事業」を実施します。 

 

①介護認定の適正化 

現在と同様に、認定調査業務については中立公正を保ちながら、認定調査に従事

する認定調査員を対象にした研修の実施や、調査結果の検証を行い、認定調査の適

正化に向けた取り組みを進めます。 

 

②ケアプランの点検 

提供されたサービスが利用者の要介護状態の軽減や悪化の防止につながっている

か、必要なサービスが位置づけられているかなど、有料老人ホーム入所者も含めた

サービス利用者のケアプランの点検を充実させます。また、長崎県と連携して、介

護支援専門員の研修機会を充実し、ケアプランのチェックを実施するなど、ケアマ

ネジメントの適正化を図ります。 

 

  ③介護報酬請求の適正化 

過誤による請求が無いか、サービス事業所への定期的な検査や指導を行います。 

また、介護サービスの利用者に対しては、利用したサービスの事業所や費用等を

通知し、利用者の介護サービス利用の確認と、介護給付費への理解を深めてもらい

ます。 

なお、不正事例が生じた場合は、長崎県との連携により、必要に応じ検査や指導

を行い、適正化を図ります。 

86 
 



第４部 計画実現のための取り組み    
第５章 介護保険事業の円滑な実施を確保するための方策 

２．介護保険給付費等の見込みと第１号被保険者の保険料 

 

（１）給付と負担の関係 

   ６５歳以上の介護保険料（第１号保険料）は、保険者（市町村）ごとに決められ、

その額は、介護保険計画期間中に市町村の被保険者が利用する介護サービス（給付

費）の利用見込みに応じたものとなります。結果として、サービスの利用量が増加

すれば、保険料は上がり、利用量が減れば下がることになります。 

    

（２）第６期及び平成３２年度・平成３７年度の給付費の見込み 

介護保険事業費の財源は、国の負担金、県の負担金、市の負担金（一般会計繰入

金）、国の調整交付金、介護給付費交付金（第２号被保険者の保険料）、第１号被保

険者の保険料で賄われます。 

一方、介護保険事業を運営するために必要となる費用は、介護給付費、介護予防給

付費、地域支援事業に要する費用などから構成されます。 

給付費の算定基礎となる平成２７年度介護報酬改定は、介護職員の処遇改善や認知

症対応に考慮しつつも、全体的にはマイナス改定となり、２．２７％の引き下げとな

りました。 

この介護報酬の引き下げに加え、認定者数の減少傾向、並びに制度改正に伴う介護

予防給付のうち、訪問介護、通所介護の地域支援事業への移行を踏まえたうえで、平

成２７～２９年度の介護保険給付費は、下表のとおり３年間の合計で、第５期計画よ

り４億円程度少ない、約１６４億６千万円と見込みました。 

また、団塊の世代が後期高齢者となる平成３７年度の介護保険給付費は、約５５億

７千万円）と見込みました。 

■ 介護保険給付費の見込額 ■（単位：円） 

サービス名 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

 

介護（予防）等給付費 ※ 5,123,481,015 4,943,791,778 4,947,777,553 

高額介護等サービス費 139,471,863 140,866,582 142,275,247 

審査支払手数料 5,086,760 4,635,804 4,608,276 

標準給付費見込額（Ａ） 5,268,039,638 5,089,294,164 5,094,661,076 

地域支援事業費（Ｂ） 253,607,000 389,099,000 370,045,000 

合     計 5,521,646,638 5,478,393,164 5,464,706,076 

６期計画期間計 16,464,745,878 
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■ 介護保険給付費の見込額 ■（単位：円） 

※特定入所者介護サービス費等給付額含む。（平成２７～２９年度、３２年度、３７年度） 

 
（３） 第１号被保険者保険料の算定 

①介護給付費準備基金の取り崩し 

介護給付基金の余剰額は、第６期計画期間に歳入として繰り入れ、保険料の上昇

抑制に充てます。 

 
■ 第１号被保険者の介護保険料算出手順 ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス名 平成３２年度 平成３７年度 

 

 

介護（予防）等給付費 ※ 5,039,761,482 5,090,003,456 

高額介護等サービス費 146,586,327 154,063,698 

審査支払手数料 4,553,294 4,558,770 

標準給付費見込額（Ａ） 5,190,901,103 5,248,625,924 

地域支援事業費（Ｂ） 352,759,000 337,636,000 

合     計 5,543,660,103 5,586,261,924 

●要支援・要介護認定者の推計 

将来推計人口に基づき、第１号被保険者数と要支援・要介護認定者数を推計します。 

●サービス供給見込み量の算出 

要支援・要介護認定者数の推計や過去のサービス供給実績をもとに、平成２７～ 

２９年度のサービス供給見込量を算出します。 

 

●第１号保険料基準額の算定 

サービス供給見込量に基づいて、標準給付見込額を算出し、その２２％（第５期は

２１％）に相当する額を第１号被保険者の人数で割った額が保険料基準額となりま

す。第６期は基準額の上昇が見込まれます。 
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■ 第１号被保険者の保険料基準額の算定 ■ 

 
（単位：円） 

 

 

※ ⑥ ＝（①＋②）－（③＋④＋⑤）    ※保険料（年額）は１０円未満切り捨て 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 合計 

第 1号被保険者数 13,991 人 14,080 人 14,172 人 42,243 人 

  前期（６５～７４歳） 5,864 人 5,993 人 6,161 人 18,018 人 

  後期（７５歳～） 8,127 人 8,087 人 8,011 人 24,225 人 

  所得段階別被保険者数   
    第 1段階 5,191 人 5,224 人 5,258 人 15,673 人 

    第 2段階 1,881 人 1,893 人 1,905 人 5,679 人 

  第 3段階 1,339 人 1,348 人 1,357 人 4,044 人 

    第 4段階 1,351 人 1,360 人 1,369 人 4,080 人 

    第 5段階 987 人 993 人 999 人 2,979 人 

  第 6段階 1,491 人 1,501 人 1,510 人 4,502 人 

    第 7段階 1,079 人 1,085 人 1,093 人 3,257 人 

    第 8段階 424 人 427 人 430 人 1,281 人 

    第 9段階 248 人 249 人 251 人 748 人 

    合計 13,991 人 14,080 人 14,172 人 42,243 人 

 所得段階別加入割合補正後被保険者数 11,625 人 11,698 人 11,775 人 35,099 人 

第１号被保険者負担分相当額 ①  1,214,762,260 1,205,246,496 1,202,235,337 3,622,244,093 

調整交付金相当額 ②  270,240,832 263,168,508 269,323,154 802,732,494 

調整交付金見込交付割合    11.43％   11.14％   10.74％  

 
後期高齢者加入割合補正係数  0.8649 0.8808 0.9029  

所得段階別加入割合補正係数  0.8184 0.8184 0.8184  

調整交付金見込額 ③  617,771,000 601,607,000 578,506,000 1,797,884,000 

財政安定化基金拠出金見込額     0 

  財政安定化基金拠出率     ０％  

財政安定化基金償還金     0 

準備基金取崩額 ④     30,000,000 

財政安定化基金取崩による交付額 ⑤     0 

審査支払手数料差引額     0 

保険料収納必要額 ⑥     2,597,092,587 

予定保険料収納率   ９８．９３％  

  保険料（月額）    ６，２３３ 

 保険料（年額）    ７４，７９０ 

●第６期介護保険料の設定 

保険料基準額に所得段階ごとの率を掛けたものが、実際の保険料となります。 
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（４）所得段階別の保険料 

   第５期の保険料負担段階設定については、負担能力に対応するという考え方から

課税層の区分を細分化した８段階（１０区分）に設定しました。第６期においては、

国が示す標準の段階設定が６段階から９段階に見直されたことから、当市において

も、標準の段階設定を基本として被保険者の方の所得水準に応じた所得段階を設定

します。 

 

① 保険料負担段階区分 

 

   ◆ 新第１段階  （旧第１段階及び旧第２段階の統合） 

   ◆ 新第２段階  （旧特例第３段階） 

   ◆ 新第３段階  （旧第３段階） 

   ◆ 新第４段階  （旧特例第４段階） 

   ◆ 新第５段階  （旧第４段階） 

   ◆ 新第６段階  （旧第５段階） 

     ※対象者の合計所得金額「125 万円未満」を「120 万円未満」に変更 

   ◆ 新第７段階  （旧第６段階） 

     ※対象者の合計所得金額「125 万円以上 190 万円未満」を「120 万円以上

190 万円未満」に変更 

   ◆ 新第８段階  （旧第７段階） 

     ※対象者の合計所得金額「190 万円以上 300 万円未満」を「190 万円以上

290 万円未満」に変更 

   ◆ 新第９段階  （旧第８段階） 

     ※対象者の合計所得金額「300 万円以上」を「290 万円以上」に変更 

 

② 多段階設定 

   第５期計画において、既に細分化された所得段階設定が行われていることから、

これを継承しつつ、第６段階以上の本人課税層の段階について、それぞれ標準から

保険料率を０．０５引き上げ、より負担能力に応じた負担割合とします。 

 

 

 

 

90 
 



第４部 計画実現のための取り組み    
第５章 介護保険事業の円滑な実施を確保するための方策 

 

■ 第１号被保険者の保険料賦課段階区分 ■ 

 

 

 

段階 対象者 保険料率     
年 額 

（月 額） 

第１段階 

生活保護受給者  

基準額× 

０．５０ 

３７，３９０) 

(３，１１６) 
円 

本

人

が

市

民

税

非

課

税 

 

市
民
税
非
課
税 

世
帯
の
全
員
が 

老齢福祉年金受給者  

課税年金収入＋合計所得金額 

８０万円以下 

 

第２段階 

課税年金収入＋合計所得金額 

８０万円超１２０万円以下 

基準額× 

０．７５ 

５６，０８０) 

(４，６７４) 
円 

第３段階 
課税年金収入＋合計所得金額 

１２０万円超 

基準額× 

０．７５ 

５６，０８０) 

(４，６７４) 
円 

第４段階 

 
市
民
税
課
税 

世
帯
の
誰
か
が 

課税年金収入＋合計所得金額 

８０万円以下 

基準額× 

０．９０ 

 ６７，３００) 

(５，６０９) 
円 

第５段階 
課税年金収入＋合計所得金額 

８０万円超 

基準額 

１.００ 

７４，７９０  

(６，２３３) 
円 

第６段階 

本
人
が
市
民
税
課
税 

合計所得金額 

１２０万円未満 

基準額× 

１．２５ 

９３，４９０) 

(７，７９１) 
円 

第７段階 
合計所得金額 

１２０万円以上１９０万円未満 

基準額× 

１．３５ 

１００，９６０) 

(８，４１４) 
円 

第８段階 
合計所得金額 

１９０万円以上２９０万円未満 

基準額× 

１．５５ 

１１５，９３０) 

(９，６６１) 
円 

第９段階 
合計所得金額 

２９０万円以上 

基準額× 

１．７５ 

１３０，８８０) 

(１０，９０７) 
円 
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３．介護保険事業の趣旨の啓発普及 

 

平成 12 年４月 1 日に施行された介護保険制度は、国民の 40 歳以上の者が加入

する強制保険として運営されています。 

介護保険法では 65 歳以上の者等が要介護状態等になった時に、各人の尊厳を保持

し、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるようにするため、

市町村で運営する保険者が介護保険の各種サービスを給付することとし、また、市町

村の運営の責任と国民の義務を「共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に要する費

用を公平に負担すること」と規定しています。 

介護保険制度が始まってから数年間は、制度によって受けられるサービスの説明に

啓発及び広報の重点が置かれていましたが、介護保険制度のサービス面の普及と定着

により、急激に増大する保険給付とその費用負担（国民の保険料負担）が大きな問題

となり、介護予防の重点化による介護給付の抑制という、平成 18 年の介護保険制度

の改正へと繋がっています。 

このため、今後の啓発広報においては、制度の原点である「共同連帯の理念」を明

確にする内容の啓発を行なっていく必要があります。 

第５期に引き続き第６期計画でも、介護報酬及び介護保険料の見直しを行なうこと

から、平成２７年度に新たな内容のパンフレット等を作成し、各種の事業及び広報に

より市民の方々へ介護保険制度の趣旨の啓発広報に努めます。 

また、町内会や老人クラブからの要望に対し、長寿介護課の職員を講師として派遣

し、制度の周知に努めます。 

 

 

 

 

      

92 
 



第４部 計画実現のための取り組み    
第５章 介護保険事業の円滑な実施を確保するための方策 

 

４．老人福祉計画・介護保険事業計画の推進と進行管理 

 

（１）計画の推進 

計画の推進については、住民、保健・医療・福祉関係団体、民間サービス事業者

と役割分担しながら、連携を図るものとします。 

市が主体となる介護予防事業の実施にあたっては、進捗状況を意識し、事業内容    

の検証をしながら、必要に応じて内容を見直すなど、利用者のニーズに適切に対応

し推進するものとします。 

 

（２）計画の進行管理 

進行管理については、各年度において、この計画に掲げる個々の目標の達成状況

や各種事業の進捗状況の点検・評価を行います。 

また、計画策定時からの情勢の変化などにより重要な施策の見直しが必要となっ

た場合には、計画策定協議会へ意見を求めながら計画内容を改善し、より良い事業の

展開に努めます。 
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資料 
計画策定協議会関係 

 

 
 



 

１．五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会条例 

平成16年８月１日条例第102号 

（設置） 

第１条 老人福祉法（昭和38年法律第133号）に基づく老人福祉計画及び介護保険法（平成９年

法律第123号）に基づく介護保険事業計画の策定等に当たり、福祉、保健、医療の関係者及び学

識経験者の意見を聴くため、五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会（以下「協議会」

という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 協議会は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 関係行政機関の職員 

(２) 関係団体の役職員 

(３) 学識経験を有する者 

(４) 市職員 

（委員の任期等） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、任期中であっても、その本来の職を離れたときは、

委員の職を失うものとする。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 協議会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。ただし、委員長及び副委員長が

ともに欠けたときは、市長が招集する。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところに

よる。 

（資料の提出等の要求） 

第６条 協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、市の機関の長に対し、

資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

（審議結果の答申） 

第７条 協議会は、その調査及び審議が終わったときは、速やかにその結果を市長に答申しなけれ

ばならない。 

（会議録の調製） 

第８条 委員長は、会議録を調製し、開会の日時及び場所、出席委員等の氏名、議事の要領、議決

した事項その他必要と認める事項を記載しなければならない。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、長寿介護課において処理する。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、委員長が協議会に諮

って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成16年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行後最初に招集すべき協議会の会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、市長

が招集する。 
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附 則（平成17年３月29日条例第16号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年２月18日条例第２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

（五島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

２ 五島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例（平成16年五島市条例第38号）

の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 
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２．五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会委員名簿 

 

 

 
委員氏名 所属団体名 

団体での委員 

役職 

 後藤 尚 五島保健所 所長 

 村瀬 邦彦 五島中央病院 院長 

委員長 郡家 信晴 五島医師会 理事 

 野原 寅男 五島市社会福祉協議会 会長 

副委員長 山田 峰雄 老人福祉施設協議会 会長 

 峯脇 達郎 五島市老人クラブ連合会 会長 

 又野 理 五島市民生委員児童委員協議会連合会 副会長 

 木場 宗也 長崎県理学療法士協会 下五島代表 

 赤窄 かずみ 長崎県看護協会 離島ブロック協議会 下五島支部長 

 海端 友紀 五島市居宅介護支援事業所連絡協議会 会長 

 中尾 剛一 福江地区地域審議会 会長 

 中村 英治 富江地区地域審議会 会長 

 谷合 正則 玉之浦地区地域審議会 会長 

 上河 惠賜 三井楽地区地域審議会 会長 

 橋本 權士 岐宿地区地域審議会 会長 

 吉田 茂樹 奈留地区地域審議会 会長 

 出口 法隆 健康政策課 課長 

 橋口 明敏 社会福祉課 課長 

 冨田 信子 市民課 課長 
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３．五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会の審議経過 

 

平成２６年１１月１７日 平成２６年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会 

・第１回協議会開催 

 ①委員委嘱 

 ②委員長及び副委員長の選任 

 ③計画策定の諮問について 

 ④計画策定項目及び現在の状況について 

 ⑤計画策定の今後の予定について 

  

平成２６年１２月１５日 平成２６年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会 

・第２回協議会開催 

 ①高齢者アンケート集計結果報告 

 ②前回計画策定の見込みと実績の比較 

 ③その他 

  

平成２７年 1 月２３日 平成２６年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会 

・第３回協議会開催 

① 計画素案の説明について 

② 計画素案の意見について 

 

  

平成２７年 ２月２３日 平成２６年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会 

・第４回協議会開催 

  ① パブリックコメント実施結果について 

② 第６期介護保険料について 

③ 計画の答申について 
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４．用語解説（五十音順） 

 

  あ 行                                
 

■アセスメント  

介護サービスが必要な高齢者について、困っていること・求めていること等の課題を

把握するとともに、介護サービスを利用する前と後について、その影響を査定、評価す

ること。 
 

■インフォーマルサービス 

家族、近隣、知人、ボランティア等が行う援助のほか、行政が行う公式（フォーマル）

なサービス以外の民間のサービスを含めた非公式（インフォーマル）なサービスのこと。 
 

■運動器 

 身体活動を担う筋・骨格・神経系の総称。 
 

■運動器の機能向上事業 

利用者ごとの「運動器機能向上計画」に基づいて、理学療法士などが、ストレッチ、

有酸素運動、筋力トレーニング、バランストレーニングなどの指導を行う、特定高齢者

への介護予防事業。 
 

■栄養改善事業 

利用者ごとの「栄養ケア計画」に基づいて、管理栄養士などが、低栄養を予防するた

めの食べ方、食事づくり、食材購入方法などの指導や情報提供を行う、特定高齢者への

介護予防事業。 
 

■ＮＰＯ（エヌピーオー） 

ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称。この

うち「NPO 法人」とは、特定非営利活動促進法（NPO 法）に基づき法人格を取得した

「特定非営利活動法人」の一般的な総称。 

 

  か 行                                
 

■介護給付 

要介護１～５を対象とした介護給付サービスについて、総費用の１割の自己負担を除き、

残り９割を介護保険会計から給付するもの。 
 

■介護給付適正化計画 

保険者（市町）の広域支援と、事業者の指定・監査を行う県の事業運営と、市町が保険

者として取り組んでいる事業運営について、考え方や目標等を整理し、県と市町が一体と

なって、介護保険制度の適正運営を確保することを狙いとする計画（アクションプラン）。 
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■介護支援専門員（ケアマネジャー） 

利用者の希望や心身の状態等を考慮してケアプランの作成や介護サービスの調整・管理

を行う専門職のこと。 
 

■介護相談員 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）などの介護サービスを提供している施設等を

訪問し、利用者や家族から介護サービスに関する疑問や不満等を聴き、サービスを提供し

ている施設等との橋渡しを行う者。 
 

■介護報酬 

 介護保険制度において、事業者が利用者に介護サービスを提供した場合に、その対価と

して事業者に支払われる報酬。 
 

■介護保険事業計画 

介護保険事業にかかる保険給付の円滑な実施を図るため、厚生労働大臣が定める基本指

針に則して、市町村等が３年を１期として策定する計画。 
 

■介護保険法 

高齢化に対応し、高齢者を国民の共同連帯のもと支えるしくみとして導入された介護保

険制度について、その実施のために必要な事項を定めた法律。平成９年12 月に公布、平

成12 年４月に施行された。また、平成17 年６月に「介護保険法等の一部を改正する法

律」が公布された。 
 

■介護用品支給事業 

要介護者等を自宅で介護している介護者に対し、その負担軽減を図るため、おむつ等の

介護用品を支給するもの。 
 

■介護予防（介護予防事業） 

高齢者が健康で自立した生活を送れるよう、要介護状態になることをできる限り防ぎ、

また要介護状態になっても状態がそれ以上に悪化しないようにすること。 
 

■介護予防手帳 

介護予防に関する知識・情報、利用者の記録等を記載する手帳。 
 

■介護療養型医療施設 

療養型病床群等を有する病院または診療所であり、入所している要介護者に対して、施

設サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護その他の

世話および機能訓練、その他必要な医療を行う介護保険施設。 
 

■介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

入所している要介護者に対して、介護等の日常生活上の世話や、機能訓練、その他必要

な世話を行う介護保険施設。 
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■介護老人保健施設 

入所している要介護者に対して、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下

における介護および機能訓練、その他必要な医療ならびに日常生活上の世話を行う介護保

険施設。 
 

■基本健康診査 

病気の早期発見、早期治療のために行う基本的な事項による健康診査。 
 

■基本チェックリスト 

65歳以上の人の「生活機能の低下の有無」をチェックするもの。25項目の調査項目に

より、特定高齢者の候補者に該当するかどうかを判定する。 
 

■キャラバンメイト 

地域住民や一般職域団体の従事者に対して、認知症の正しい知識を広め、認知症の人や

家族を支援する人（認知症サポーター）を養成する講師。キャラバンメイトになるために

は所定のキャラバンメイト研修を受講し登録する必要がある。 
 

■居宅介護支援 

居宅の要介護者の状況に応じて介護サービス計画を作成し、計画に基づいたサービスが

利用できるよう支援するもの。 
 

■居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指導 

医師や歯科医師、薬剤師等が訪問して、療養上の管理や指導を行うもの。 
 

■緊急通報システム事業 

在宅のひとり暮らしの高齢者等に、急病時等の緊急時における通報体制を整備するサー

ビスを提供することにより、高齢者等の不安を軽減し在宅生活の継続を支援することを目

的とする事業。 
 

■ケアプラン 

要介護者などが適切に介護サービスを利用できるよう、心身の状況や置かれている環境、

本人や家族等の希望をふまえて作成する介護プラン。 
 

■ケアマネジメント 

利用者一人ひとりに対して、適切なサービスを組み合わせて提供するためのケアプラン

の作成とサービス利用のための調整を行うこと。介護サービスや福祉事業などの公的（フ

ォーマル）サービスと、地域資源や民間事業所などによって提供される非公的（インフォ

ーマル）サービスを組み合わせて、利用者に最も適切なサービスが提供されるよう努める

ことが必要とされる。 
 

■ケアマネジャー（介護支援専門員） 

利用者の希望や心身の状態等を考慮してケアプランの作成や介護サービスの調整・管理

を行う専門職のこと。 
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■激変緩和措置 

平成16・17 年度税制改正により本人が市町村民税非課税者から課税者となり保険料段

階が上昇した人、及び世帯主または世帯員が新たに課税者となったことにより保険料段階

が上昇したことに対して、保険料等の急激な負担増を緩和するために、保険料率を段階的

に上げた措置。 
 

■健康増進計画 

 「健康増進法（平成１４年法律第１０３号）」に基づき都道府県および市町村が策定す

る計画で、住民の健康の増進の推進に関する施策を定めた計画。 
 

■権利擁護 

判断能力が不十分な人や自己防御が困難な人が不利益を被らないよう支援を行うこと。 
 

■高額介護サービス費 

１か月に支払った介護保険サービス費の自己負担分の合計額が一定額を超えた場合に、

超えた額があとから払い戻しされるもの。 
 

■口腔機能向上事業 

利用者ごとの「口腔機能改善管理指導計画」に基づいて、歯科衛生士などが、歯磨き、

義歯の手入れ方法などの指導や、摂食、嚥下機能を向上させる訓練を行う、特定高齢者へ

の介護予防事業。 
 

■高齢化率 

全人口に占める高齢者（65 歳以上の人）の割合。 
 

■高齢者 

65 歳以上の人。前期高齢者は65～74 歳、後期高齢者は75 歳以上の高齢者。 
 

■高齢者虐待 

養護者による高齢者虐待及び要介護施設従事者等による高齢者虐待を指す。主には身体

的暴力、ネグレクト（高齢者の養護を怠るような行為）、心理的虐待、性的暴力及び経済

的虐待などに分類される。 
 

■高齢者虐待防止法 

 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第

１２４号）」のことで、高齢者虐待の防止・高齢者の権利利益の擁護を図ることを目的と

し、高齢者虐待防止に関する国・地方公共団体の責務や、虐待を受けた高齢者の保護、養

護者の負担軽減の措置等を定めており、平成１８年４月より施行されている。 
 

■コーホート変化率法 

一定期間における人口の変化率に着目し、その変化率が対象地域の人口変化の特徴であ

り、将来にわたって維持されるものと仮定して、将来人口を算出する方法。 
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  さ 行                                
 

■財政安定化基金 

 保険者である市町村の介護保険特別会計の財源に不足が生じた場合に、一般会計から特

別会計への繰入れを回避するため、介護保険財政の安定化に必要な費用を交付・貸与する

ことを目的として、都道府県が設置する基金（積立金）のこと。 
 

■在宅介護支援センター 

総合相談、保健福祉サービス、介護保険対象外の人への介護予防、生活支援サービスの

調整等を行う機関。 
 

■サロン 

 身近な仲間づくりを目的とした市民の活動。公共施設や自宅の開放による茶話会などが

中心。社会福祉協議会の推進事業として全国的に取り組まれている。 
 

■社会福祉士 

身体上または精神上の障がいがあり、日常生活を営むのに支障がある人の福祉に関する

相談に応じ、助言・指導などを行う専門家。社会福祉士および介護福祉士法によって創設

された福祉専門職の国家資格。 
 

■社会福祉法人 

社会福祉事業を行うことを目的として設立された法人。 
 

■住宅改修 

手すりの取り付け、段差の解消、和式便器から洋式便器への変更など介護上必要な住宅

の改修を行った場合、必要書類を添えて申請すると費用の9 割分が保険から戻る事業。原

則一生の間で20 万円までの改修費用が対象。 
 

■主任ケアマネジャー 

地域包括支援センター等に勤務する、一定の研修を修了し地域や職場で中核的役割を担

う介護支援専門員。 
 

■小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護 

「通い」を中心として、要介護者の様態や希望に応じて「訪問」や「泊まり」を組み合

わせて受けられる介護サービス。地域密着型サービスの一つ。 
 

■シルバー人材センター 

 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）」に定められた、

地域ごとに１つずつ設置される高年齢者の自主的な団体で、臨時的・短期的な仕事を請負・

委任の形式で行う公益法人社団のこと。会員は、おおむね６０歳以上が対象。 
 

■審査支払手数料 

介護認定審査に対して介護保険の中から支払われる手数料。 
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■生活機能評価 

65歳以上の高齢者（要支援・要介護認定を受けている人を除く）を対象として、身体の

衰弱や低栄養といった加齢に伴う生活機能の低下をいち早く発見するための健診。 
 

■生活習慣病 

食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が原因となり、発症・進行する疾病。 
 

■成年後見制度 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など精神的な障がいがあるため判断能力が

不十分な人が不利益を生じないよう、代理人を立てて契約を行ったり、あるいはそれを取

り消したりできるようにする制度。 
 

■総合計画 

 地方自治法第２条第４項に規定する「市町村は、その事務を処理するに当たっては、議

会の議決を経てその地域における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を

定め、これに即して行うようにしなければならない。」を根拠に、市町村の全ての計画の

基本となる計画である。基本構想の必要性がうたわれており、基本構想を受けて、おおむ

ね１０年間の行政計画を示す基本計画、３年間程度の具体的施策を示す実施計画の三つを

合わせて総合計画という。 

 

  た 行                                
 
■短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護 

介護老人福祉施設や短期入所施設等に短期間入所し、当該施設において入浴、排せつ、

食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を受ける介護サービス。 
 

■短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護 

介護老人保健施設や介護療養型医療施設等に短期間入所し、当該施設において看護、医

学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を受け

る介護サービス。 
 

■地域ケア 

高齢者が身近な地域で生涯を安心して暮らしていけるよう、保健・医療･福祉などの社会

資源やマンパワー（人材活力）を広く活用し、支援を要する高齢者を地域社会全体で支え

る仕組み。 
 

■地域支援事業 

要介護・要支援状態になるおそれのある高齢者や一般の高齢者を対象に、効果的に介護

予防や健康づくりを進めたり、地域での生活を継続するための生活支援のサービスを提供

したりする事業。介護予防事業、包括的支援事業、その他の任意事業からなる。市町村や

市町村から委託を受けた事業者が実施する。 
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■地域福祉計画 

 社会福祉法第１０７条に基づく計画で、地域福祉増進の主体である住民等の参加を得て、

地域の中で自立した生活を継続するために支援を必要とする方の、解決すべき生活上の課

題と、それに対応する必要な支援を明らかにし、その支援を提供する体制を整備すること

を定めた計画。 
 

■地域福祉権利擁護事業 

 判断能力の低下等により金銭管理や福祉サービスの契約等に不安のある方を対象に、社

会福祉協議会の職員が金銭管理や福祉サービスの利用手続き等を支援する事業。 
 

■地域包括支援センター 

全ての地域住民の健康の維持、生活の安定、保健・福祉・医療の向上と増進のために必

要な援助・支援を包括的に担う、地域の中核機関。主任ケアマネジャー、社会福祉士、保

健師または経験のある看護師の３職種のスタッフにより、介護予防マネジメント、包括的・

継続的マネジメント、総合相談・支援、虐待防止・権利擁護を行う。 
 

■地域包括支援センター運営協議会 

地域包括支援センターの適性、公正かつ中立な運営を確保するために意見をする機関。

介護サービス事業者等の代表者及び利用者、被保険者、地域の保健・医療・福祉に関する

学識経験者などから組織され、各保険者において設置する。 
 

■地域防災計画 

 災害対策基本法第４０条及び第４２条の規定に基づき、各地方自治体（都道府県や市町

村）の長が、それぞれの防災会議に諮り、防災のために処理すべき業務などを具体的に定

めた計画。 
 

■地域密着型サービス 

介護を必要とする人が住み慣れた地域で生活を継続させるために、地域の特性や実状に

応じて計画的にサービスが提供できるよう、市町村が指定・指導監督を行うサービス。 
 

■地域密着型サービス運営委員会 

地域密着型サービスにかかる事務の適切な運営を図り、指定基準及び介護報酬の設定を

行うために意見をする機関。学識経験者、保健・医療・福祉関係者代表、利用者及び被保 

険者代表から組織され、各保険者において設置する。 
 

■地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型特定施設での入浴・排泄・食事などの介護など日常生活上の世話や機能訓練

を受ける介護サービス。地域密着型特定施設は、ケアハウス・有料老人ホームなどで、特

に介護専用型特定施設で入居定員が29 人以下の介護保険施設のこと。 
 

■調整交付金 

 市町村間の介護保険の財政力格差を調整するために、国が市町村に対して交付する交付

金で、第１号被保険者の年齢階級別分布状況、所得分布状況などを考慮して交付される。 
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■通所介護、介護予防通所介護 

デイサービスセンター等に通って、入浴や食事の提供等日常生活の世話を受けたり、機

能訓練を行う介護サービス。 
 

■通所型介護予防事業 

特定高齢者に対して、主に教室形式で、運動器の機能向上、栄養改善、口腔機能の向上

のためのプログラムを実施する介護予防事業。 
 

■通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション 

介護老人保健施設、病院等の施設に通って、心身の機能維持・回復のために必要なリハ

ビリテーションを行う介護サービス。 
 

■出前講座 

 市民からの要請に応じ、市民が主催する集会等に市職員等が講師として出向き、行政情

報の提供、専門知識を活かした実習等を行うことにより、市民の市政に関する理解を深め

るとともに、協働によるまちづくりを推進することを目的とした、生涯学習事業の１つ。 
 

■特定健康診査 

 糖尿病等の生活習慣病の予防の目的で、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）

の状態を早期に見つけるため各医療保険者に義務付けられた健康診査。４０歳以上７４歳

以下の被保険者及び被扶養者を対象に行われる。 
 

■特定保健指導 

 特定健康診査の結果により、生活習慣病のリスクが一定程度高いと判断された者に対し

て行われる保健指導。保健指導に関する専門的知識及び技術を有する医師、保健師、管理

栄養士等により行われる。 
 

■特定高齢者 

高齢者のうち、要支援、要介護になるおそれの高い人をさす。 
 

■特定施設 

有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、適合高齢者専用賃貸住宅であって、

定員29 人以下の地域密着型特定施設でないものをいう。介護サービスを実施しない（特

定施設入居者生活介護の指定を受けない）施設も含まれる。 
 

■特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護 

特定施設等に入所している要介護者等に対して、入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日常生活上の世話及び機能訓練を行う介護サービス。 
 

■特定入所者介護サービス費 

介護保険施設や短期入所施設等において利用者が負担する食事サービス費及び居住にか

かる費用等について、所得の状況等に応じて負担限度額等が定められ、負担限度額を超え

る費用が介護保険から給付されるもの。 
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■特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売 

心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障がある要介護者等に対して、日常生活上

の便宜を図り、自立した生活を支援するため、腰掛便座、入浴補助用具などの福祉用具購

入に係る費用を支給すること。入浴や排せつに用いるなど貸与には心理的抵抗感が伴うも

の、あるいはもとの形態・品質が変化し再度利用できない福祉用具が購入の対象。 

 

  な 行                                
 

■認知症 

脳や身体の疾患を原因として、記憶・判断力などの障がいがおこり、普通の社会生活が

送れなくなった状態。 
 

■認知症サポーター 

認知症サポーター養成講座を受けた人。認知症の正しい知識を広め、認知症の人や家族

を支援する役割を担う。 
 

■認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護 

認知症の状態にある人が、共同生活を営む住居（グループホーム）において、入浴、排

せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う介護サービス。地域密

着型サービスの一つ。 
 

■認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護 

認知症の状態にある人を対象として、居宅からの送迎、簡単な健康チェック、食事、排

せつ、入浴など、日帰りで日常生活上の世話を行う他、簡単な機能訓練などを行う介護サ

ービス。地域密着型サービスの一つ。 
 

■認定審査会 

認定調査員による訪問調査の結果と主治医の意見書により「要介護」・「要支援」また

は「非該当」を判定する機関。保健、医療、福祉の専門家によって構成される。 

 

  は 行                                
 

■パブリックコメント 

 市民生活に広く影響を及ぼす市の基本的な施策などを策定する過程において市民が意見

を述べる機会を設け、市政への市民参加の促進を図るための制度。 
 

■バリアフリー 

 高齢者・障がい者などが社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去（フ

リー）すること。物理的、社会的、制度的、心理的な障壁、情報面での障壁などすべての

障壁を除去しようという考え方。 
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■福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与 

心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある居宅の要介護者等が、日常生活上の

便宜や機能訓練のために利用する福祉用具のうち、特殊ベッドや車いす等を貸与する介護

サービス。 
 

■包括的支援事業 

介護予防ケアプランの作成を行う「介護予防マネジメント事業」、地域の高齢者の実態

把握やサービスの利用調整を行う「総合相談・支援事業」、虐待の防止や早期発見を行う

「権利擁護事業」、ケアマネジャーの支援を行う「包括的・継続的マネジメント事業」の

総称であり、地域支援事業に含まれる。 
 

■訪問介護、介護予防訪問介護 

ホームヘルパーが訪問して入浴、排せつ、食事等の介護や家事援助を行う介護サービス。 
 

■訪問型介護予防事業 

認知症や閉じこもり、うつなどのおそれがある特定高齢者に対して、保健師等が家に訪

問し、必要な指導・相談などを行う介護予防事業。 
 

■訪問看護、介護予防訪問看護 

看護師等が訪問して、療養上の世話や必要な診療の補助を行う介護サービス。 
 

■訪問給食サービス事業 

在宅でおおむね65 歳以上のひとり暮らしの人や、65 歳以上の人のみの高齢者世帯で、

老衰、心身の障がい、傷病などの理由により調理が困難な人を対象に、食事を届けるとと

もに安否の確認をする。 
 

■訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護 

巡回入浴車が家庭を訪問して、入浴の介助を行う介護サービス。 
 

■訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション 

理学療法士や作業療法士等が訪問して、心身の機能維持・回復のために必要なリハビリ

テーションを行う介護サービス。 

 

  ま 行                                
 

■民生委員 

それぞれの担当地域において、住民の生活状態を必要に応じて把握し、援助を必要とす

る人に対して相談・助言を行い、自立した生活を支援するための福祉サービスの手配等の

援護活動を行う委員。児童委員を兼ねる。 
 

■メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群） 

 内臓のまわりに脂肪がたまることで、高血圧や血液中の糖・脂質の増加が生じ、生活習

慣病になりやすくなる状態をいう。これを予防することが生活習慣病予防に大きく役立つ。 
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  や 行                                
 

■夜間対応型訪問介護 

夜間を含めた365 日、24 時間訪問介護を受けられる介護サービス。地域密着型サー

ビスの一つ。 
 

■有料老人ホーム 

高齢者が入所し、食事の提供やその他の日常生活上必要な便宜を受けることができる施

設で、老人福祉施設でないもの。入居に際しては一定の費用が必要。 
 

■ユニバーサルデザイン 

 年齢、性別、国籍、能力などにかかわらず、できるだけ多くの人が利用しやすいような

生活環境を構築する考え方。 
 

■要支援・要介護認定者 

介護保険制度による要介護認定審査において要支援または要介護状態と判定された人。

要支援は１～２の２段階、要介護は１～５の５段階がある。 
 

■予防給付 

要支援１・２を対象とした介護予防サービスについて、総費用の１割の自己負担を除き、

残り９割を介護保険会計から給付するもの。 

 

  ら 行                                
 

■理学療法士 

 リハビリテーションの場で、運動療法、電気・光線療法、マッサージ療法など理学的

療法を用いて、体の運動機能を回復させる役割を担う、リハビリテーションの専門職。 
 

■リハビリテーション（リハビリ） 

脳卒中など、治療の段階が終わっている疾病や外傷の後遺症等によって身体機能が低下

している人が、医学的・心理的な指導や機能訓練を受けて、より自立した生活を送ること

ができるように機能回復・社会復帰を目指すこと。機能（回復）の訓練。 
 

■療養病床 

 病院または診療所の病床のうち、主として長期にわたり療養を必要とする患者を対象

とするものをいう。療養病床には、医療保険で費用をまかなう「医療療養病床」と、介

護保険で費用をまかなう「介護療養病床（介護療養型医療施設）」の２種類がある。 

 

  わ 行                                
 
■ワンストップサービス 

１度の手続きで、必要とする関連作業をすべて完了させられるように設計されたサービ

スのこと。 
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